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序     文 
 

 

 

 独立行政法人国際協力機構（JICA）は、ザンビア政府および関係機関との協議に基づき、平成 17
年 10月に討議議事録（R/D）を署名し、ザンビア共和国理科研究授業支援プロジェクトを開始した。 
このたび、プロジェクトの終了時評価を実施することを目的として、2008 年 7 月に調査団を派遣

し、ザンビア政府および関係機関との間でプロジェクトの進捗状況の確認と開発援助委員会（DAC）

の 5項目評価に基づいた評価、提言と教訓の抽出を行った。 

本報告書は、その評価調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの実施にあたって

活用されることを願うものである。 

最後に、調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き一

層のご支援をお願いする次第である。 

 

平成 19年 9月 

 

独立行政法人国際協力機構 

 ザンビア事務所 

所長 乾 英二 
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略  語  表 

 

略語 正式名称 和訳 

ASEI 
/PDSI 

Activity, Student-centered, Experiment and 
Improvisation / Plan, Do, See and Improve 

活動、生徒中心の授業、実

験、創意工夫 / 計画、実行、

評価、改善 

JTC Joint Technical Committee 合同テクニカル委員会 

PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・マ

ネジメント 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マ

トリックス 

PDMe Project Design Matrix-evaluation 評価用プロジェクト・デザイ

ン・マトリックス 

R/D Records of Discussions 討議議事録 

SMASSE Strengthening of Mathematics and Science in 
Secondary Education 

（ケニア）中等理数科強化

（計画） 

SMASE 
-WECSA 

Strengthening of Mathematics and Science 
Education in Western, Eastern, Central, and Southern 
Africa 

理数科教育強化－西部・東

部・中央・南部アフリカ（地

域ネットワーク） 

SMASTE Strengthening Mathematics, Science and Technology 

Education 
（ザンビア）数学・理科・技

術教育強化 

SMASTE 
-CPD 

Strengthening Mathematics, Science and Technology 

Education – Continuing Professional Development 

数学・理科・技術教育強化－

継続的な職能開発（研修） 

SPRINT School Program of In-service for the Term 現職教員訓練制度 

SWAps Sector Wide Approaches セクターワイドアプローチ 
 

 



 



終了時評価調査結果要約表 

作成日：2007年 8月 20日 

担当部：ザンビア事務所 

１ 案件の概要 

国名：  ザンビア 案件名：理科研究授業支援プロジェクト 

分野： 基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

協力金額：0.62億円（評価調査時点） 
所轄部署： ザンビア事務所  

相手国実施機関：教育省 

(R/D)： 2005年 10月 7日 日本側協力機関：なし 
協力期間： 

2年間（2005.10.11–2007.10.10） 他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

2001年 2月にケニアにて開催された理数科教育強化に関する会合（SMASE-WECSA）へのザンビ

ア教育関係者の参加を通じて、理科、算数および技術の 3科目における授業研究1の実施を促進する

ことを目的とした SMASTEと呼ばれる教師会が結成された。わが国は、教師会に対し、ワークショ

ップの開催や研修の実施などを通じて支援を実施したが、教師会は特徴の異なる 3 科目の教師会の

集まりであり、また、現職教員が主体となっていることから、体系的かつ定期的な活動が困難であ

った。 

こうした状況において、ザンビア政府は、SMASTE に対する包括的な支援を実施する SMASTE

理科研究授業支援プロジェクトをわが国に要請した。ザンビア教育省および中央州教育事務所をカ

ウンターパート機関とする SMASTE理科研究授業支援プロジェクトが、2005年 10月より 2年間の

予定で実施され、現在、１名の日本人長期専門家（理数科授業研究ガイドライン作成）を派遣中で

ある。ザンビアにおいては、教育省がすでに現職教員訓練制度（SPRINT）を設けており、定期的な

授業研究の実施を促進している。そこで、SMASTE理科研究授業支援プロジェクトでは、授業研究

アプローチの導入を通じて、既存制度の機能強化および授業研究の質的向上を目指して、まずは理

科の１科目に絞り、モデル形成を図ることを目的としている。 

プロジェクトは、既存の現職教員研修制度およびリソースを最大限に活用した支援を行っている

ことから、わが国側からの人的投入はプロジェクトを通じて専門家１名（授業研究ガイドライン作

成）のみである。モデル形成のためのパイロットとして中央州を選択し、クラスター（複数の学校

で構成されたグループ）における授業研究の定期的な実施、定期的なモニタリングおよび報告書の

作成（州、郡、クラスターおよび学校レベル）、授業研究のガイドラインの形成がこれまでに実施さ

れている。また、ケニアにおける第三国研修も実施した。 

                                            
1「授業研究」は、Plan（計画）－ Do（実施）－ See（評価）のサイクルに沿って行われる教職員の一連の共同研修
活動を指す。この中の Do（実施）段階で行われる授業を「研究授業」と呼ぶ。 
 



 

１－２ 協力内容 

（１）達成目標 

①協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

目標：中央州のプロジェクト対象学年層（8～12 学年）において、学校ベースの授業研究活動

を通じて、教室レベルの授業・学習活動が向上する。 

指標：１）第三者による理科授業の観察結果 

２）生徒の理科授業に対する認識 

３）授業に対する校長の認識 

４）授業に対する教員の認識 

 

②協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

目標：中央州でのパイロットプロジェクト成果が他州に普及する。 

指標：学校ベースの授業研究の基本ライン（ガイドブック、教材など）の他州での応用・活   

   用実績 

 

（２）活動・成果（アウトプット） 

①  公開授業を含む学校ベースの授業研究活動が、定期的に実施される（制度として定着す 

る）。 

［指標・目標値］ 
学期毎に 1 回のペースで、定期的に授業研究を目的とした教員集会が行われる。 

［活動］ 

1-1. 授業研究用の教材と他の必要品を用意する。 

1-2. リソースセンターで授業研究を実施する。        

1-3. 公開授業を行い、授業からのフィードバックを行い改善する。 

1-4. SMASE-WECSA の専門家とともに、ケニアでの研修カリキュラムを開発する。  

1-5. ケニア研修に参加する教員を選考する。 

1-6. ケニア研修の実施について準備、支援する。  

1-7. ゾーンリソースセンターと協力し、ケニア研修の経験者をフォローアップする。 

1-8. フィリピン学校群運営教員再研修プログラム（SBTP）からの専門家とともにカウンタ

ーパートが参加するフィリピン研修のカリキュラムを作成する。 

1-9. フィリピン研修に参加するカウンターパートを選考する。 

1-10. フィリピン研修の実施について準備、支援する。 

1-11. フィリピン研修の経験者をザンビアでの業務に関連づけてフォローアップする。 

1-12. プロジェクトの終了時期に普及ワークショップを開催する。  

1-13. 他 8 州の関係者に関心喚起を行う。    

② 学校レベルの授業研究活動のモニタリング・システムが整備される。 

［指標・目標値］ 

学校、郡、州の各レベルから提出されるモニタリング報告書の数             



モニタリング報告書における最低限の記載内容のカバーの有無 

［活動］ 

  2-1. 授業研究に参加した教員のモニタリングを行う。 

2-2. 授業研究を観察する。 

2-3. 校長、生徒、同僚教員から、研修参加教員についてのコメントを得る。 

2-4. 校長による内部モニタリングを奨励する。 

③ プロジェクトの経験、教訓をフィードバックして、授業研究ガイドラインが開発される。 

［指標・目標値］ 

ガイドラインの承認状況 

［活動］ 

   3-1. 授業研究の経験に基づいたガイドラインを開発する。 

3-2. 授業研究からのフィードバックを行う。 

3-3. プロジェクト終了時期にガイドライン最終版を作成する。 

 

１－３ 投入 

日本側： 

  専門家派遣 

 長期（理科教育 1 名×2 年） 

  研修員受け入れ 

本邦研修（2006 年 1 名、2007 年 4 名） 

在外研修（ケニア第三国研修：2006 年 7 名） 

    （ケニア個別研修：2005 年 36 名、2006 年 40 名） 

  在外活動強化費 

4,600 千円 

  機材・研修経費 

    4,536 千円 

 

相手国側：  

 カウンターパート配置（14 名） 

 研修・モニタリングなどプロジェクトの運営に必要な経費 

約 10 億 ZMK（ザンビアクワチャ）（終了時見込み） 

 

２ 評価調査団員の概要 

総括 乾 英二 JICA ザンビア事務所 

教育評価 福田 創 JICA ザンビア事務所 

調査者 

 

 教員研修評

価 

長沼 啓一 ケニア中等理数科教育強化計画フェーズ 2 専門家 



計画評価 三田村 達宏 JICA 人間開発部第一グループ基礎教育第二チーム 

評価分析 宮川 眞木 株式会社コーエイ総合研究所 

調査期間 2007 年 7 月 15 日～2007 年 7 月 28 日 評価の種類：終了時評価 

３ 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認（成果、プロジェクト・上位目標に関する目標の達成状況） 

（１）プロジェクトの成果 

（成果１）授業研究制度の定着 

・ 郡、州、教育省関係者、専門家からなるタスクフォース、合同テクニカル委員会（JTC）がうま

く機能した。 

・ 83 名のファシリテーターがケニア第三国研修により能力強化が行われた。 

・ ファシリテーター、学校長、教頭対象のステークホールダーワークショップを 5 サイクル開催。

・ 中央州の 82.9%の基礎学校（8～9 学年）および高校（10～12 学年）で授業研究が実施された。

（成果２）モニタリング・システムの構築 

・ 170 校からモニタリングレポートが提出され、4 郡から州教育事務所へ報告された。 

・ プロジェクトで作成されたモニタリングツールを活用し、ベースラインおよびエンドラインサ

ーベイが実施された。 

（成果３）ガイドライン作成 

・ 第 2 版まで作成された。プロジェクト経験を反映させ、最終版が 8 月に完成予定。 

 

（２） プロジェクト目標 

（指標１）理科授業の観察結果 

JTC メンバーによる授業観察の結果、教員の指導方法・授業手法に改善が見られた。 

（指標２）理科授業に対する生徒の認識 

アンケートの結果、大きな変化は見られなかった。教員の指導方法・授業手法の改善が生徒の

認識として現れるまでには、さらに時間がかかるものと思われる。 

（指標３）理科授業に対する学校長の認識  

身近な材料を活用した教材の使用などにより、生徒の活動の機会が多くなり、学習がより生徒

主体となっている。 

（指標４）理科授業に対する教員の認識  

  学習指導案の作成や指導の難しいトピックについての教員間での情報共有などにより、授業の

ための準備が入念に行われるようになり、授業の質が高まった。 

  以上の結果から、プロジェクト終了までにプロジェクト目標は達成される見込みである。 

 

（３）上位目標 

2006 年 12 月のステークホルダー会議に 5 州の教育事務所関係者が参加し、2007 年 6 月の

SMASE-WECSA 会議には中央州を含む全 9 州が参加するなど、他州のプロジェクトに対する関心



は高まっている。2007年 9月には、他州を対象とした包括的な普及ワークショップが予定されて

いる。さらに、教育省では授業研究を用いた校内研修の他地域への普及についてのマスタープラ

ンを作成中であり、プロジェクト終了後、上位目標が達成される見込みは高い。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１） 妥当性 ： 高い 

国家開発計画（第 5次）および教育の基本政策を示した“Educating Our Future”の中に、継続

的な職能開発（CPD）が重要課題として位置づけられており、予算も確保されている。日本の国

別援助実施計画では、教育（特に基礎教育）が 3 つの重要支援分野のひとつとして捉えられてい

る。 

新規教員採用枠の拡大と 8～9学年理科への教員配置転換による教員数の急激な増大により、理

科教員への研修制度の強化に対するニーズは大きい。 

 

（２） 有効性 ： やや高い 

授業研究制度の定着、モニタリング制度の定着、ガイドラインの作成という 3 つの成果は、確

実に現れつつあり、その結果として、プロジェクト目標の期間内の達成も見込まれている。ただ

し、プロジェクト目標の達成を確認する 4つの指標のうちのひとつである指標 2から見た「生徒

の認識に現れる授業・学習活動の改善」は成果がみられない。 

 

（３） 効率性 ： 高い 

理科研究授業支援プロジェクトは、ザンビア教育セクターの優先プログラムである SPRINT の

フレームワークにうまく融合され、ザンビア側の既存の人材・予算・組織を最大限活用する形で

実施されたため、効率的なプロジェクト実施となった。またケニア中等理数科強化計画（SMASSE）

における研修により、短期間での大量の人材育成が可能となった。 

 

（４） インパクト ： 高い 

他州のプロジェクトに対する関心は高まっており、上位目標の達成の見込みは高

い。また、プロジェクト目標の対象外である他教科および 7 学年以下を担当する教員にも、授業

研究による校内研修が広まっている。 

 

（５） 自立発展性 ： 高い 

国家開発計画（第 5次）の中に、CPDによる教員訓練がプログラムとして明記され、2006年か

ら 2010年までの予算項目が盛り込まれている。中央州教育事務所のマネージメント能力や学校と

教育事務所に培われた授業研究の技術力も、今後継続するに十分な水準にある。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

プロジェクトの効果発現に貢献した要因としては次の点があげられる。 



・プロジェクトが既存の現職教員訓練制度の枠組みの中に位置づけられ、現地

の人材、制度、予算を最大限に活用した。 
・ケニア SMASSE のリソースを活用し、ザンビア人ファシリテーターを短期間に大量に養成で
きた。 

 

３－４ 問題点および問題を引き起こした要因 

・継続的な教員訓練の重要性に対する一部の校長の認識不足が、校内研修の不活発の原因となっ

たとみられる。この点については、ステークホルダー会議などの影響により、改善されていっ

た。 
・参加教員に対する手当ての支給の有無について、同様のプロジェクトを実施するドナー間で不

統一があり、教員間に混乱が見られた。本プロジェクトで支給されないことについては、ザン

ビア政府プログラムの一環であることで理解を求めた。 
 

３－５ 結論 

プロジェクト終了までに、プロジェクト目標は達成される見込みである。また 5 項目評価の結果

も高い評価であり、結論を強くサポートするものである。 

 

３－６ 提言（プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

以上の状況をふまえ、調査団はザンビア関係者と以下の提言をミニッツに取りまとめた。 

 

（１）SMASTE-CPD普及・展開のための長期的戦略の必要 

プロジェクト形成時には、セクター財政支援に向けたドナー協調が進んでおり、プロジェクト

型の協力の実施が危ぶまれていたため、プロジェクトの実施期間を 2 年間と短く設定せざるをえ

なかった。しかしながら、プロジェクトはパイロット事業として中央州で開始されたものであり、

授業研究アプローチの導入を通じた既存の SPRINT の活性化とその定着を目的としていることか

ら考えると、より長期的な取り組みが必要である。フェーズ分けをしながら、各フェーズでの取

り組み目的および方法を明らかにして、長期的な戦略を明確に関係者間で共有すべきである。ま

た、そのために教育省本省などにおける必要な組織体制のあり方を当初から検討しておく必要が

ある。 

 

（２）ファシリテーターの役割の明確化とさらなる能力強化 

  プロジェクトではファシリテーター83 名を選抜し、ケニア第三国研修に派遣し、ASEI アプロ

ーチや生徒主体の授業について能力強化を図ったが、授業研究というボトムアップ型の現職教員

研修において、教員ニーズを吸い上げるという重要な役割を果たすように、その機能、必要な能

力強化をさらに検討する必要がある。 

 

（３）地方教育行政官および学校経営層の学校運営能力強化の必要性 

学校長・教頭は、さらに体系的な学校運営能力の強化を行い、学校運営、教員管理、財政管理、

資機材管理という職務権限を通じた授業研究の監督、推進を担うべきである。また授業研究に取



り組む教員を支援するためには、さらに州・郡・ゾーンという各レベルでの教育行政官の支援体

制も重要である。 

 

（４）教育の質向上把握のための授業研究モニタリング 

  現在、授業研究のモニタリングは、授業研究の実施頻度、参加教員数など量的な分析にとどま

る。プロジェクトでは、アカデミック面の授業分析・評価を行うためのモニタリングフォーマッ

トを開発しており、このような授業改造の質的な変化を評価するモニタリングも組み込んで実施

されるべきである。モニタリング用の人材としては、学校現場に近い、郡（district）・ゾーン（zone）

レベルの仕組み・人材、たとえば、郡リソースセンターコーディネーター（DRCC）やゾーン教

員研修コーディネーター（ZIC）などの活用も検討するべきである。 

 

（５）他州教育事務所向けのより包括的な SMASTE-CPD普及セミナーの必要 

  教育省が主体となって、中央州でのパイロット事業の経験に基づいて、より包括的な

SMASTE-CPD紹介の普及セミナーを実施するべきである。 

  

３－７ 教訓 

以上の状況を踏まえて、調査団は先方関係者と以下の教訓をミニッツに取りまとめた。 

 

（１）現地のセクター政策フレームワークへのプロジェクト型協力の統合 

プロジェクトの形成時において、SPRINT 制度という現職教員研修の仕組みの特徴と日本の協

力の可能性が詳細に検討され、SPRINT 実施に取り組むザンビア教育省の組織体制および予算の

仕組みとプロジェクトをうまく融合させた。 

またプロジェクト実施においても、常にザンビア側が主体的に取り組み、日本側は授業研究と

いう日本が有する経験を切り口に側面的な技術支援を行った。結果的にプロジェクトは、SPRINT

政策という教育セクターの優先課題実施のために必要なザンビア教育省の能力開発に大きく貢献

した。このような成果により、教育省・ドナー社会において、プロジェクト型協力への見直しの

機運が高まり、現在、教育セクターにおいて、プロジェクト運営委員会（Project Coordination 

Committee）が立ち上げられ、プロジェクトの取り組みと有効性についても報告がなされている。

  特にドナー支援が多く、セクターワイドアプローチ（SWAps）が進む国の教育セクターにおい

ては、セクターの重点政策、プログラム、組織体制、予算、人員を検討した上で、既存の先方取

り組みと協力プロジェクトを統合させ、プロジェクト型協力のアドバンテージである能力開発推

進を中心に有効な協力を実現させ、プログラムレベルでのインパクトや SWApsにおける政策的位

置づけを確保する必要がある。 

 

（２）長期的な戦略目標の設定・共有 

プロジェクト型の協力では協力期間が短く設定されることで、成果目標が限定的なものとなり、

近視眼的な協力となりかねない。 



特に教育分野の協力では、教育の質の向上という成果を出すためには長期的な取り組みが必要

であり、パイロット的な事業の実施、その後の普及展開、成果発現のモニタリングという段階に

フェーズ分けして、取り組む必要がある。 

 
以上
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1-1 Background of the Project 

The teachers’ organization known as SMASTE (Strengthening Mathematics, Science and Technology Education) 

was founded in Zambia with the objective of promoting the implementation of lesson study in the three areas of 

science, mathematics and technology.  SMASTE was formed as a result of Zambian educationalists’ involvement 

in the SMASSE-WECSA assembly on strengthening science education, which was held in February 2001 in 

Kenya. Japan has supported this organization through the provision of workshops and the implementation of 

training. Since it was formed from three organizations of teachers in subjects with different attributes, however, and 

since it has been led by local teaching staff, the organization has struggled to engage in systematic and regular 

activities.  

Against this background, the Zambian government requested Japan to implement comprehensive support in the 

form of assistance with the SMASTE Science Lesson Study Support Project. The SMASTE Science Lesson Study 

Support Project began in October 2005 with the Zambian Ministry of Education and the Central Province 

Education Office as counterpart organizations, with the intention of carrying on for two years.  At present, one 

Japanese long-term expert is in-country, engaged in providing technical advice on the introduction of lesson study 

and in producing the Science and Mathematics Lesson Study Guidelines.  The Zambian government has an 

existing training program for its teachers (SPRINT: School Program of In-Service for the Term), and promotes the 

regular implementation of lesson study.  The SMASTE Science Lesson Study Support Project, therefore, aims to 

strengthen the existing program’s functionality, as well as achieve qualitative improvements in lesson study, by 

introducing a lesson study approach.  Initially, the Project focused on strengthening the program in regard to the 

single subject of science, with the objective of creating a model   that could be applied to other subjects.  

Since the project was designed to support the utilization of existing lesson study systems and resources to their 

maximum potential, there has only been a single expert dispatched to the project throughout its lifetime (engaged 

in the creation of lesson study guidelines). The Central Province was selected for a pilot project in order to create a 



model, and lesson study was implemented regularly, along with periodic monitoring and report creation, on a 

cluster basis (groups formed from multiple schools).  This has enabled the creation of lesson study guidelines up 

to this point. Third-country training was also carried out in Kenya.  

 

1-2 Project Overview 

(1) Overall Goal 

- Overall goal at end of project (Project Objective) and indicators / target values 

Objective: Improvement in lessons / learning activities at classroom level for target grades (8-12) in schools in 

Central Province, through school-based lesson study activities.  

Indicators: 1) Results of third-party observation of science lessons 

         2) Student awareness of science lessons 

         3) Head teachers’ awareness of lessons 

         4) Teachers’ awareness of lessons 

- Expected objective at end of project (Primary Objective) and indicators / target values 

Objective: Rollout of pilot project created in Central Province to other Provinces.  

Indicator: Application and utilization of lesson study baseline (guidebook, teaching materials etc.) in other 

Provinces  

 

(2) Project Outputs 
1. Lesson study activities of teachers are held periodically at school or cluster level as their school-based 
CPD. 

[Indicators / target values] 

Realization of periodical lesson study activities of teachers once in a term. 

[Activities] 

1-1. Preparation of teaching materials for lesson study, and other required items.  

1-2. Implementation of lesson study at Resource Centers.  

1-3. Holding of open lessons, and use of feedback from such to implement improvements.  

1-4. Development of training curriculum in Kenya alongside SMASSE-WECSA expert.  

1-5. Selection of teachers to participate in Kenya training. 

1-6. Preparation and support for the implementation of Kenya training. 

1-7. In cooperation with the Zone Resource Centers, implementation of follow-up of teachers who took 

part in Kenya training.  

1-8. In cooperation with expert from the Philippines’ SBTP Project, creation of curriculum for training in 

Philippines, in which counterpart(s) will participate. 

1-9. Selection of counterpart(s) to participate in Philippine training. 

1-10. Preparation and support for the implementation of Philippine training. 

1-11. Implementation of follow-up of participants in Philippine training, to ensure that they relate what 

they learned to their work in Zambia. 

1-12. Holding of dissemination workshop at end of project. 



1-13. Ensuring that interest is created among related persons in remaining 8 Provinces.      

2. Provision of a monitoring system for lesson study activities at school-level. 

[Indicators / target values] 

Number of monitoring reports submitted from each level (schools, regions, provinces). 

Whether or not the contents of monitoring reports cover the minimum requirement for content. 

[Activities] 

2-1. Monitoring of teachers who have participated in lesson study. 

2-2. Observation of lesson study. 

2-3. Collection of comments from head teachers, students and teaching colleagues regarding the teacher 

who has participated in training.  

2-4. Encouragement of internal monitoring by head teacher. 

3. Development of Lesson Study Guidelines from feedback on project experience and training. 

[Indicators / target values] 

Approval status of guidelines. 

[Activities] 

3-1. Development of guidelines based on lesson study experience. 

3-2. Implementation of feedback from lesson study. 

3-3. Creation of final version of Guidelines at end of Project period. 

 

1-3. Project Inputs 

Japanese side: 

 Appointment of expert 

   Long-term (1 science education expert for 2 years)  

 Hosting of trainees 

 Training in Japan (2006: 1 person, 2007: 4 people)  

   Overseas training (Third-country training in Kenya, 2006: 7 people) 

        (Individual training in Kenya, 2005: 36 people, 2006: 40 people)  

 Support funding for local activities 

4.6 million yen 

 Equipment / training costs 

     4.536 million yen 

                      

Zambian side: 

 Appointment of counterparts (14 people) 

 Costs of operating project (training, monitoring etc.) 

Approx. 1 billion Zambian kwacha (anticipated at time of project completion) 
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Keiichi Naganuma Kenya SMASSE (Strengthening of 

Mathematics and Science in Secondary 

Education) Project Phase 2 Expert 

Planning Evaluation Tatsuhiro Mitamura Basic Education Team 2, Group I, Human 

Development Department, JICA  

Members of 

Evaluation 
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Evaluation Analysis Maki Miyakawa KRI International Corp. 

 

Period of 

 Evaluation 
15th July 2007 – 28th July 2007 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

3．Overview of Evaluation Results 

3-1 Achievements (results and attainment status for Primary Objective)  

(1) Project achievements 

(Result 1) Firm establishment of Lesson Study System 

・ The task force, which comprised representatives from the region, Province, and educational establishments as 

well as the Expert, and the Joint Technical Committee (JTC) functioned well.  

・ 73 facilitators had their skills improved as a result of third-country training in Kenya. 

・ Five cycles of stakeholder workshops were held, involving facilitators, head teachers and deputy head 

teachers.  

・ Lesson study was implemented in 82.9% of basic schools (grades 8-9) and high schools (grades 10-12) in 

Central Province. 

(Result 2) Creation of Monitoring System 

・ 170 schools submitted a monitoring report, and 4 regions reported to the Provincial Education Office. 

・ Baseline and end-line surveys were implemented utilizing monitoring tools devised as part of the project.  

(Result 3) Creation of Guidelines 

・ Second Edition issued.  This includes experience gained from the project.  Final Edition expected in August. 

 

(2) Project Objectives 

・ (Indicator 1) Results of Observation of Science Lessons 

Improvements were noted in teachers’ teaching and lesson planning methods, during observation by JTC 

members.  

・ (Indicator 2) Student awareness of Science Lessons 

No significant changes were noted in the results of a survey. It is thought that further time will be required 

before improvements in teachers’ teaching methods and lesson planning methods are noted by students.  



・ (Indicator 3) Head Teachers’ awareness of Science Lessons 

Opportunities for student activity has increased, and learning has become more student-centered, through the 

use of easily accessible items as teaching materials and other methods.  

・ (Indicator 4) Teachers’ awareness of Science Lessons 

Teachers have increased the effort they expend on lesson preparation, through the creation of lesson plans and 

the sharing of information on subjects that are difficult to teach.  As a result, the quality of lessons has 

improved.  

The results above indicate that project objectives will be attained by the end of the Project.  

 

(3) Primary Objective 

Representatives of five Provincial Education Offices took part in a stakeholders’ meeting held in December 

2006, and all nine Provinces took part in the SMASSE-WECSA conference in June 2007.  These and other 

opportunities for discussion meant other Provinces showed increased interest in the Project. A comprehensive 

dissemination workshop is planned, targeting other Provinces, for September 2007.  In addition, the Ministry 

of Education is engaged in the creation of a master plan for the dissemination to all areas of school-based 

training using lesson study. It is anticipated that the Primary Objective will be achieved by the end of the 

Project.  

 

3-2 Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance: High 

In both the Fifth National Development Plan (FNDP) and the document entitled “Educating Our Future”, 

which outlines the country’s basic education policy, CPD (Continuous Professional Development) is 

highlighted as a priority, and has been allocated a budget.  Japan’s country-based Relief Implementation Plan 

also highlights education (particularly basic education) as one of its three priority support areas.  

The increase in the number of teachers employed and the reassignment of teachers to science teaching in 

grades 8-9 has led to a sudden increase in the number of teachers. There is, therefore, a significant need for 

further strengthening of the training system for science teachers.  

 

(2) Effectiveness: relatively high 

   The three results (Firm Establishment of Lesson Study System, Creation of Monitoring System, and 

Creation of Guidelines) are undoubtedly in the process of being realized.  As a result, it is anticipated that the 

Project Objectives will be attained within the duration of the Project. One of the four indicators used to 

ascertain the attainment of the Project Objectives (No. 2, “Improvements in Lessons / Learning Activities 

demonstrated in the Awareness of Students”) has, however, yet to be realized.  

 

(3) Efficiency: High 

 The Science Lesson Study Support Project has integrated well with the framework of the Zambian 



education sector’s priority program of in-service training for teachers (SPRINT).  Since it was implemented 

in such a way as to allow the maximum possible utilization of Zambia’s existing human resources, budgets 

and organizational structure, it has been an extremely efficient Project. The training undertaken with 

SMASSE in Kenya also enabled a large number of people to receive training in a short space of time.  

 

(4) Impact: High 

 Other provinces have shown a significant interest in this Project, and it is anticipated highly likely that the 

Priority Objective will be attained. In addition, teachers responsible for other subjects, as well as those 

teaching grades 7 and below, who were not within the target group for this project, have also taken part in 

lesson study, demonstrating that the idea of in-school training is spreading.  

 

(5) Sustainability: High 

  The National Development Plan (Section 5) outlines a program of teacher training through CPD, with 

budget allocation from 2006 to 2010.  The management capabilities of the Central Province Education Office, 

as well as the technical abilities within schools and education offices in regard to lesson study, are of a high 

enough standard to ensure continued implementation.  

 

3-3 Factors that contributed to realization of effectiveness 

  The following factors made a contribution to the realization of effectiveness: 

・ The Project was given significance within the existing framework of training systems for current 

teachers, and made maximum possible use of local human resources, systems and budgets.  

・ Utilizing the resources of Kenya’s SMASSE allowed the training of a large number of Zambian 

facilitators in a short time.  

 

3-4 Problematic issues, and factors that caused problems 

・ A lack of awareness among some head teachers of the importance of continued training for teaching staff is 

thought to have led to lowered activity levels relating to in-school training.  This has been improved by the 

effect of stakeholder meetings and other activities.  

・ A lack of consistency between donors offering similar projects regarding whether or not participating teachers 

would receive support payments led to confusion among teachers.  This Project did not make support 

payments and it was explained to the participating teachers that the project was an integral part of the Zambian 

Government’s SPRINT programme.   

 

3-5 Conclusion 

It is anticipated that the Project will have attained its objectives by completion.  The five evaluation subjects 

received excellent evaluations, which strongly support this conclusion.  

 

3-6 Recommendations (Specific measures, proposals or advice for this project) 

Based on the situation described above, the Evaluation Team and representatives of the Project recipient group 



compiled the following recommendations into a memorandum. 

(1) Need for a long-term strategy in relation to SMASTE-CPD dissemination and development. 

  When this project started, donor coordination was moving towards sector-based financial support, and 

project-type cooperation was under threat.  For this reason, this Project had to be planned with a lifespan of 

the relatively short period of two years. The Project was a pilot, however, begun in Central Province; viewed 

from the perspective of its objectives, which were to introduce a lesson study approach and thereby to 

contribute to increased implementation levels of SPRINT (the in-service program of training for teachers) and 

ensure that the system becomes well-established, it is thought that there is further need for its long-term 

implementation. There is a need for interested parties to jointly clarify a long-term strategy, involving phased 

implementation, and to define objectives and methods for each phase. The Ministry of Education and other 

related divisions should also give careful consideration initially to the organizational structure required.  

 

(2) Clarification of role of Facilitators, and further improvement of skills.  

  The Project selected 73 facilitators, who were dispatched to Kenya for third-country training, and given 

skills development training in the ASEI approach and student-centered lessons.  If it is to offer lesson study as 

a form of bottom-up in-service teacher training, however, this training needs to include the important function 

of taking into account the needs of teachers, and further consideration will be required in regard to improving 

this function and strengthening capability where necessary.  

 

(3) Need for further improvement in school operation capability among regional educational administrators and 

school managerial staff. 

     School head teachers and deputy heads require further improvements in systematic school operation skills, in 

order to be able to shoulder the responsibilities of their professional authority including school operation, 

teacher management, financial management, and the control of resources and equipment.  This will allow 

them to audit and further promote lesson study. Furthermore, stronger support systems are required within the 

educational administration at Provincial, regional and zonal level in order to support teaching staff engaged in 

lesson study. 

 

(4) Monitoring of lesson study in order to understand qualitative improvements in education. 

  At present, lesson study is monitored only in quantitative terms – through analyzing the frequency of lesson 

study implementation and the number of participants, among other categories. The Project has developed a 

monitoring format that analyzes and evaluates lessons from an academic point of view, and ongoing 

implementation of monitoring of lesson improvements for the purpose of qualitative evaluation is necessary. 

The utilization of district and zone-level organizations and human resources such as the DRCC (District 

Resource Center Coordinator) and the ZIC (Zone In-service Coordinator) should be considered for the 

implementation of such monitoring, since they operate in close proximity to the schools themselves.  

 



(5) Need for comprehensive SMASTE-CPD dissemination seminars aimed at education offices in other Provinces.

  Based on its experience of the Central Province pilot project, the Ministry of Education should take the lead 

in implementing further comprehensive SMASTE-CPD dissemination seminars.  

 

3-7 Lessons Learned 

 Based on the situation described above, the Evaluation Team and representatives of the Project recipient group 

compiled into a memorandum the following observations regarding lessons learned. 

(1) Integration of project-based cooperation into local sector policy frameworks. 

 At the time the Project was devised, detailed consideration was given to the attributes of the SPRINT system 

of in-service training for teachers and potential for Japanese cooperation.  As a result, the Project was 

successfully integrated into the organizational structure and budgets of the Zambian Education Ministry, which 

implements SPRINT.   

 Furthermore, the Zambian side consistently took the lead in terms of project implementation, while Japan 

provided aspects of technical support based on its experience in the field of lesson study.  As a result, this 

Project made a significant contribution to skills development within the Zambian Ministry of Education, which 

was necessary for the implementation of the prioritized education sector strategy known as SPRINT.  The 

results of projects such as this one have led to an increased momentum towards a reconsideration of 

project-type cooperation within the Education Ministry and donor community and a Projects Coordination 

Committee has now been established within the education sector.  Information relating to this Project and its 

effectiveness is being widely reported.  

 Within the education sector of a country where donor support is significant and SWAP (Sector-Wide 

Approach) is advanced, it is considered necessary for existing recipient group activities and cooperation 

projects to be integrated after consideration of sector priority policies, programs, organizational structures, 

budgets and staffing, and effective cooperation to be implemented based on the promotion of skills 

development, which is advantageous to project-type cooperation. This will facilitate impact at the program 

level, and ensure policy significance for SWAP.  

 

(2) Establishing and sharing of long-term strategic objectives. 

 Project-type cooperation takes place by definition over a short period of time, and effects and objectives are 

therefore limited.  Such cooperation projects are inevitably in danger of becoming shortsighted.   

 In educational cooperation, it is vital to engage over the long-term in order to achieve improved quality of 

education.  There is therefore a need for the implementation of a pilot project, followed by dissemination 

work, and the monitoring of effect realization, in phased stages.  

 

End.
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第１章 終了時評価調査団の概要 
 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

2001年 2月にケニアにて開催された理数科教育強化に関する会合（Strengthening Mathematics and 
Science in Secondary School - Western, Eastern, Central and Southern Africa: SMASE-WECSA）へのザンビ
ア教育関係者の参加を通じて、理科、算数および技術の 3科目における授業研究を促進することを目
的とした SMASTE（Strengthening Mathematics, Science and Technology Education）と呼ばれる教師会が
結成された。わが国は、この教師会に対し、ワークショップの開催や研修の実施などを通じて支援を

実施したが、教師会は特徴の異なる 3科目の教師会の集まりであり、また、現職教員が主体となって
いることから、体系的かつ定期的な活動が困難であった。 
こうした状況において、ザンビア政府は、SMASTEに対する包括的な支援を実施する SMASTE理
科研究授業支援プロジェクトをわが国に要請した。ザンビア教育省および中央州教育事務所をカウン

ターパート機関とする SMASTE理科研究授業支援プロジェクトを、2005年 10月より 2年間の予定
で開始した。ザンビアにおいては、教育省がすでに現職教員訓練制度を設けて、定期的な授業研究を

促進しており、SMASTE 理科研究授業支援プロジェクトは、既存制度の機能強化および授業研究の
質的向上を目指して、まずは理科の１科目に絞って、モデル形成を図ることを目的としている。 
プロジェクトは、既存の現職教員訓練制度やリソースを最大限に活用した支援を行っていることか

ら、日本側からの人的投入はプロジェクトを通じて専門家１名（授業研究ガイドライン作成）のみで

ある。モデル形成のためのパイロットとして中央州を選択し、クラスター（複数の学校で構成された

グループ）における授業研究の定期的な実施、定期的なモニタリングおよび報告書の作成（州、郡、

クラスターおよび学校レベル）、授業研究のガイドラインの形成がこれまでに実施されている。また、

ケニアにおける第三国研修も実施した。 
2年間のプロジェクト終了の 4カ月前にあたり、これまでの実績および進捗、成果、プロジェクト
目標の達成を評価し、教訓および提言を引き出すことを目的として、調査団が派遣された。 

 
調査団の調査目的は次のとおりである。 
（１） これまで実施した協力活動について当初計画に照らし、投入実績、活動実績、計画達成

度を確認し、問題点を整理する。 
（２） 計画達成度をふまえ、評価 5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）

の観点から、プロジェクトチーム、ザンビア側関係者とともに、プロジェクトの終了時

評価を行う。 
（３） 上記の評価結果に基づき、プロジェクト終了後の自立的な先方の取り組みを促すための

提言と、今後のザンビアでの取り組みや JICAの類似案件に役立てることを目的とした教
訓を引き出す。 

（４） 評価・協議結果を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめる。 
 
 
１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 
総括 乾 英二 JICAザンビア事務所所長 
教育評価 福田 創 JICAザンビア事務所所員 
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教員研修評価 長沼 啓一 ケニア中等理数科教育強化計画フェーズ 2専門家 
計画評価 三田村 達宏 JICA人間開発部第一グループ基礎教育第二チーム 
評価分析 宮川 眞木 株式会社コーエイ総合研究所 
 
 
１－３ 調査日程 

 月日 曜日 業務行程 宿泊 
1 7月 15日 日 ルサカ着 ルサカ 
2 7月 16日 月 教育省協議（評価手法説明） 

中央州へ移動 
カブウェ 

3 7月 17日 火 日本人専門家インタビュー 
JTCメンバーインタビュー 

カブウェ 

4 7月 18日 水 学校訪問、学校関係者および郡教育事務所関係者インタビュー 
(Mumbwa District) (Chibombo District) 

カブウェ 

5 7月 19日 木 学校訪問、学校関係者および郡教育事務所関係者インタビュー 
(Kabwe District) 

カブウェ 

6 7月 20日 金 学校訪問、学校関係者及び郡教育事務所関係者インタビュー 
(Kapiri Mposhi District)  

カブウェ 

7 7月 21日 土 資料整理、ミニッツ案作成 カブウェ 
8 7月 22日 日 資料整理、ミニッツ案作成 カブウェ 
9 7月 23日 月 中央州関係者へ評価経過報告 

JTCメンバーとミニッツ協議  
ルサカ市へ移動 

ルサカ 

10 7月 24日 火 ミニッツ協議 ルサカ 
11 7月 25日 水 ミニッツ協議 ルサカ 
12 7月 26日 木 ミニッツ協議 ルサカ 
13 7月 27日 金 ミニッツの教育省への最終説明 ルサカ 
14 7月 28日 土 ルサカ発  

 
 
１－４ 主要面談者 

（１）ザンビア教育省 

Mrs. Lillian E.L. Kapulu Permanent Secretary 
Ms. Ruth M. Mubanga Acting Director of Department of Teacher Education and 

Specialized Services 
Mr. Edward Tindi Senior Education Officer, Department of Teacher Education and 

Specialized Services 
Ms. Rebecca M. Twelasi Administrative Secretary, SMASTE/JETS, National Science Centre 
Mrs. Lillian E.L. Kapulu Permanent Secretary 
Ms. Ruth M. Mubanga Acting Director of Department of Teacher Education and 

Specialized Services 
Mr. Edward Tindi Senior Education Officer, Department of Teacher Education and 
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Specialized Services 
 
（２）中央州関係者 

Mr. Denny Lumbama  Permanent Secretary, Office of the President, Provincial 
Administration, Central Province 

 
（３）中央州教育事務所 

Mr. Davis B. Chisenga Provincial Education Officer 
Mr. Paul Ngoma Principal Education Standard Officer 
Mr. Vengi Sinda Senior Education Standard Officer  
Mr. Benson Banda Senior Education Standard Officer 
Ms. Bessie Tembo Education Officer 
Ms. Ruth S. Mulenga Senior Planning Officer 
Mr. Patson D. Sichone District Education Board Secretary 
Mr. Chrispin Ngulube Subject Coordinator (High School) 
Mr. Harris Kabwe Subject Coordinator (High School) 
Ms. Felisitas Kalembo Headteacher, Kabwe High School 

 
（４）日本大使館 

鈴木 光太郎 公使 
片山 銘人 書記官 

 
（５）プロジェクト関係者 

中井 一芳 SMASTE CPD 専門家 
Ms. Prisca Nyawali Research Assistant 
Ms. Thandiwe Sakala Research Assistant 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

 

２－１ 基本計画 

名称 理科研究授業支援プロジェクト 

協力期間 2005年 10月 11日 ～2007年 10月 10日 
上位目標 中央州でのパイロットプロジェクト成果が他州に普及する 

プロジェクト目標 中央州のプロジェクト対象学年層（8～12学年）において、学校ベー
スの授業研究活動を通じて、教室レベルの授業・学習活動が向上する。

期待される成果 
（アウトプット） 

①公開授業を含む学校ベースの授業研究活動が、定期的に実施され

る（制度として定着する）。 
②学校レベルの授業研究活動のモニタリング・システムが整備され

る。 
③プロジェクトの経験および教訓をフィードバックして、授業研究

ガイドラインが開発される。 

 
 
２－２ プログラムにおける位置づけ 

プロジェクトは、対ザンビア JICA国別事業実施計画において、初等・中等教育改善プログラムの
中核プロジェクトとして位置づけられている。2007 年 1 月に発表されたザンビア国第 5 次国家開発
計画（2006-2010年）において、教育の質的向上が緊急の課題として認識され、教員教育は教育の質
的向上に関する教育セクターの重要課題と位置づけられている。JICA のプログラムは、このような
ザンビア政府の取り組みを支援するものとして妥当性は高い。 
 JICA 初等・中等教育改善プログラムの主要な投入は、本技術協力プロジェクトであり、そのほか
に理数科教師分野の青年海外協力隊グループ派遣が実施されている。 
 
 
２－３ プロジェクト・デザイン・マトリックス 

 JICAでは、1990年代前半から、プロジェクト管理手法の一環としてプロジェクト・サイクル・マ
ネージメント（Project Cycle Management: PCM）手法を導入した。PCM手法において中心的役割を果
たすのは、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix: PDM）と名づけられたプ
ロジェクト計画概要表である。これは目標、活動、投入などのプロジェクトの主要構成要素や、プロ

ジェクトを取り巻く外部条件との論理的相関関係を示したものである。 
 本プロジェクトにおいても、2005年 10月の討議議事録（Records of Discussions: R/D）締結時に PDM
を作成し、討議議事録の付属文書として承認されている。終了時評価の実施に際し、当初 PDMの不
明瞭な部分を補い、関係者が意図していたと思われる活動内容をより明確に反映させるために、当初

PDMに下記のような修正を加え、評価用 PDM（Project Design Matrix-evaluation: PDMe）を作成した。
また英語版についても同様の変更を行い、用語もより適切なものに変更した（詳細は付属資料２の

PDMe参照）。 
 
（１）上位目標 

（ア）当初 PDM 

①学校を中心とした、教員の授業方法改善を目的とした授業研究活動（授業研究会、科目別
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研究会を含む）のコンセプトが教員の能力強化の手段として共有される。 
②教員の能力強化を目的とした授業研究活動が、教員のニーズにこたえたものとなる。 
③プロジェクトの成果が他の地域に普及する。 

（イ）PDMe 

 中央州でのパイロットプロジェクト成果が他州に普及する。 
（ウ）変更理由 

  プロジェクト目標と上位目標は手段目的関係にあることが前提だが、①と②はプロジェク
ト目標の目的となっておらず、5項目評価ができなくなっている。 

 
（２）成果１ 

（ア）当初 PDM 

 クラスターにて授業研究会が年 3回以上実施される。 
（イ）PDMe 

 公開授業を含む学校ベースの授業研究活動が、定期的に実施される（制度として定着する）。 
（ウ）変更理由 

 クラスターミーティングは、実際には学校での研修を意味しているため。頻度は指標に示

した。 
 
（３）成果２ 

（ア）当初 PDM 

 モニタリング報告書が提出される。 
（イ）PDMe 

 学校レベルの授業研究活動のモニタリング・システムが整備される。 
（ウ）変更理由 

 活動の定着度を見る観点から、提出頻度およびタイミング、ならびに最低限の内容がカバ

ーされていることも重要であるため。 
 
（４）成果３ 

（ア）当初 PDM 

 授業研究実施ガイドラインが作成される。 
（イ）PDMe 

 プロジェクトの経験および教訓をフィードバックして、授業研究ガイドラインが開発され

る。 
（ウ）変更理由 

ガイドラインの内容が重要であるため。つまりプロジェクトの経験および活動がいかされ

たガイドラインが作成されることが重要であるため。 
 
（５）成果４ 

（ア）当初 PDM 

 他の州にプロジェクト成果が紹介される。 
（イ）PDMe 

 削除。 
（ウ）変更理由 

上位目標と同じ内容のため。この成果のもとの 3つの活動は、他の成果に組み入れた。 
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２－４ 実施体制 

プロジェクトの基本方針は、プロジェクトタスクフォースを中心に起案され、合同テクニカル委員

会（Joint Technical Committee: JTC）で検討された。プロジェクトタスクフォースは、日本人専門家、
教育省研修局上級職員、教育省中央州上級理科指導主事の 3人で構成され、JTCは、タスクフォース
メンバー、プロジェクトマネージャー（中央州教育事務所長）、州教育事務所職員、郡教育委員会代

表、ファシリテーター代表などの 14人で構成される。JTCのメンバーは、月 1度程度の正式会議と、
これ以外のステークホルダー会議などで、情報と意見の交換を行った。 
日本人専門家による技術移転は、特に授業研究についての面で、ザンビア側に高く評価された。プ

ロジェクト開始前は、ザンビアにおいて、授業研究の知識と経験はほとんど蓄積されていない状態だ

ったが、その基本概念と方法論が、まず、専門家からタスクフォースメンバーに伝えられ、その後、

JTC、ステークホルダー会議などのプロジェクトの組織構造を通して、学校レベルまで伝わっていっ
た。 
 終了時評価においては、以上のようなプロジェクト実施体制をもとに、プロジェクト管理体制、活

動の進捗状況、プロジェクト関係者間のコミュニケーション、モニタリング・プロセス、対象国のオ

ーナーシップ、技術移転の手法、自立発展性、キャパシティ・ディベロップメントの各観点から実施

プロセスに対する評価を行った。 
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第３章 終了時評価の方法 
 

 

３－１ 評価グリッドの作成 

終了時評価では、プロジェクトの実績と実施プロセスを把握し、特に妥当性・有効性・効率性など

の観点から、プロジェクトが目指していた目標が達成されたかどうかを総合的に検証することを目的

としている。本評価では、達成度、実施プロセス、評価 5項目（妥当性、有効性、効率性、インパク
ト、自立発展性の項目ごとに、具体的評価質問を組み込んだ評価グリッドを作成し、それを用いて評

価を行った。評価グリッドは、2005年 10月署名の討議議事録（R/D）に添付されたプロジェクト・
デザイン・マトリックス（PDM）を基にした評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDMe）
に対応して作成された。PDMeおよび評価グリッドの内容と本評価での使用については、事前にザン
ビア側からの合意を取り付けている。 

 
評価 5項目の視点は次のとおりである。 

 
妥当性 プロジェクト実施の必要性、正当性に関する評価 

 プロジェクト目標、上位目標が、政府の開発目標や受益者ニーズに合致して
いるか。 

 日本および JICAの政策や事業計画との整合性はあるか。 
 ザンビアにおける当該セクターに対するアプローチの選択肢として適切か。

有効性 プロジェクトの効果に関する評価 
 プロジェクトの実施が、受益者や社会に便益をもたらしているか。 
 アウトプットおよびプロジェクト目標の評価時点での達成状況および将来
達成する見込みはあるか。 

効率性 プロジェクトの効率性に関する評価 
 アウトプットの達成度と活動は適切に設定されているか。 
 プロジェクトのアウトプットと投入の関係において、資源が有効に活用され
ているか。 

 投入の時期、質、および規模は適切か。 
インパクト プロジェクトの長期的、波及的効果に関する評価 

 上位目標の発現およびザンビアの開発計画へのインパクトは見込めるか。 
 上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか。 
 プロジェクトが実施されることによる直接的、間接的な正負のインパクトが
生じているか。 

自立発展性 プロジェクト終了後の便益・開発効果の持続性に関する効果 
 援助の終了後、プロジェクトで発現した効果が持続するか。 
 政策、財政、組織、制度、技術などの側面において、プロジェクトで実施さ
れた活動が継続的に行われるための基盤、支援があるか。 

 
 
３－２ 評価実施方法 

終了時評価では、プロジェクト関係書類の分析、現場視察、プロジェクト関係者との面談、ヒアリ

ングなどにより、評価調査を実施した。 
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３－２－１ 現場視察 

 数学・理科・技術教育強化－継続的な職能開発（Strengthening Mathematics, Science and Technology 
Education – Continuing Professional Development: SMASTE-CPD）校内研修の実施会場である基礎教育
学校と高校を視察し、校長と副校長および理数教員を対象としてインタビューを行った。 
 
３－２－２ プロジェクト関係者との面談・協議 

 日本人長期専門家、プロジェクトの JTC メンバーに対するヒアリング、意見交換および協議を行
った。 
 
３－２－３ 情報・データ収集方法 

 ザンビア政府発行資料、専門家報告書、プロジェクト作成資料、インタビューなどにより情報・デ

ータを収集した。 
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第４章 終了時評価結果 
 

 

４－１ PDMに基づく計画達成度（詳細は付属資料２．「評価グリッド」参照） 

 

４－１－１ 上位目標の達成度 

目標：中央州でのパイロットプロジェクト成果が他州に普及する。 
指標：学校ベースの授業研究の基本ライン（ガイドブック、教材など）の他州での応用・活用実績 
     

 プロジェクト終了後、上位目標の達成の見込みはきわめて高い。 
 プロジェクトは、全国展開のためのパイロットプロジェクトとして位置づけられており、プロジェ

クト・デザイン・マトリックス（PDM）には、全国展開のための活動が組み込まれ、それらはプロ
ジェクト終了までに実施される予定である。    
 他州からは、2006 年 12 月のステークホルダー会議に 5 州の教育事務所関係者が参加、2007 年 6
月の SMASE-WECSA会議には中央州を含む全 9州が参加し、プロジェクトに対する関心の高まりが
示されている。また、2007 年 9 月には、他州を対象とした包括的な普及ワークショップが予定され
ている。実施ガイドラインは、過去の経験を反映させながら改訂する方針のもと、すでに第 2版が使
用されており、他州の利用者も想定した第 3版が、8月中に完成される予定となっている。 
 さらに、教育省では、プロジェクト終了後の他州への普及を実際に想定しており、授業研究を用い

た校内研修の他域への普及についてのマスタープランを作成中である。 
 

４－１－２ プロジェクト目標の達成度 

目標：中央州のプロジェクト対象学年層（8～12学年）において、学校ベースの授業研究活動を通
じて、教室レベルの授業・学習活動が向上する。 

指標：①第三者による理科授業の観察結果 
②生徒による理科授業の認識 
③授業に対する校長の認識 
④授業に対する教員の認識 

 4つの指標のうち 3指標から、授業・学習活動の向上が確認されており、プロジェクト目標の達成
度はやや高いと判断される。 
 
 指標①について 
授業観察の結果は、授業学習活動が改善されていることを示している。 
2006年の 1～6月と 2007年の 3～7月の期間に、合同テクニカル委員会（JTC）のメンバーが中
央州の第 8学年から第 12学年の理科授業を観察し、プロジェクト作成の授業観察ツールを用いて
評価を行った。授業観察ツールは、F1:授業の目標とその達成、F2:授業進行、F3:教材の使用、F4:
教員の質問の認知レベル、F5:活動の質、F6:他の要素、の 6 分野で構成されており、F1、F2、F3、
F5の 4分野で改善が見られた。この内、F5は、授業案の中での生徒中心的な活動の頻度を示すも
ので、最大の変化を見せた。これは、教員が生徒中心の授業の重要性を理解し、そのような活動を、

授業案の中に表現できるようになったことを示す。2 番目に大きな変化は、F2 であり、観察され
た授業の中で、教師・生徒にとって重要な活動がどの程度取り込まれていたかを問うものである。

結果は、生徒への動機づけ、生徒によるディスカッション、授業のまとめ、などに改善があったこ

とを示している。F4 は、教師の質問内容の質を、ブルームのタキソノミーを応用して測ろうとす
るものである。結果として、教員の質問の質を通しての授業の変化は、ほとんど見られなかった。

- 9 -



 - 10 -

教師と生徒の質疑の質には目だった変化が現れておらず、記憶の確認レベルの質問が主流で、分析、

評価などに関連する質問が少なく、その割合が変化していないことが想像できる。 
 

図４－１ 
 

指標②について 
アンケートによる生徒の理科授業に対する認識調査の結果からは、授業学習活動の改善は認めら

れない。 
アンケートは、2006年の 1～6月と 2007年の 3～7月の期間に、中央州の 20校の 8学年から 12

学年までの生徒を対象に行われた。理科授業について生徒の認識を問うもので、F1:指導内容の理
解、F2:授業の雰囲気、F3:指導内容の妥当性、F4:学習意欲、F5:生徒に対する評価、F6:科学概念の
学習、F7:活動の多様性、F8:個別学習、の 8分野で構成されている。結果は、すべての分野で、変
化はほとんど見られなかった。この結果は、授業観察で確認されている授業学習活動の改善が、生

徒の認識としては現れていないことを示す。背景には、以下のような要因が考えられる。 
・ 指標①で要求する改善よりも、指標②で要求する改善のほうが、要求のレベルが高い。①で

は、授業案に授業目標が書かれると授業（または授業案）の改善とみなされるが、それが必ず

しも生徒に授業の改善を認識させることになるとはいえない。同様に①では生徒により多くの

活動の機会を用意することが改善とみなされるが、それが必ず生徒の満足や理解向上の認識に

つながるとは限らない。発現した授業の改善のレベルが、指標①には届いたが、②には届いて

いないと解釈することができる。 
・ 生徒の理科授業に対する認識が変わるためには、実際に指導法が改善し、その状態がある程

度持続しなければならない。約 1年という期間は、この認識変化が現れるには十分でなかった
可能性がある。 

 
 
 
 
 
 

Comparison between Baseline and End-line Result
on the Observation of Science Lessons　 (Grade 8 - 12)

0

1

2
F1

F2

F3

F4

F5

F6

2006 2007

F1: Objective & its attainment
F2: Lesson Progression (Processing)
F3: Use of Teaching Materials
F4: Cognitive level of teacher's question
F5: Task allocated to Learners in lesson plan
F6: Other factors (Time Mgt., Boardwork,
       laboratory safety etc.)

Source: End-line Survey of SMASTE-CPD Program in Central Province
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図４－２ 

 
指標③について 
校長に対するインタビューとアンケート結果からは、授業学習活動が改善したことが認められる。 
多くの校長は、理科教員が SMASTE-CPDの影響を受け、生徒実験が多くなるように、身近な材
料を活用した教材を授業に準備するようになったと述べた。そして、生徒が主体的な活動を行う機

会が増加し、授業の生徒中心の度合いが高まったと認識している。 
 

指標④について 
理科教員に対するインタビューとアンケート結果からは、授業学習活動が改善したことが認めら

れる。 
多くの教員は、授業案の作成が、彼らに授業を準備する習慣を与えたことを評価している。また、

SMASTE-CPD では、教員にとって指導が難しいと思われるトピックを選んで研修を行うので、難
しいとされたトピックへの自信を与えていると考えられている。 

 

４－１－３ 成果の達成状況 

成果１：教員の授業研究活動が、校内研修として、学校とクラスターレベルで定期的に実施される。 
指標：学期に 1度の頻度での、教師による定期的な授業研究活動の実施。 

 
 以下のように、成果１は達成されている。 
 2007年 1学期（1～3月）において、理科授業研究を取り入れた校内研修が、対象校 257校のうち
213校（82.9％）で 1回以上実施された。31.5％の学校では、2回以上実施された。授業研究を取り入
れた校内研修の実施校の割合は、2006年 3学期（9～11月）時点の 77.9％から増加している。小規模
で理科教員数の少ない学校は数校が集まってクラスターを形成し、授業研究を実施している。授業研

究の実施は、数学を初めとする他教科や、8学年より下の学年にも広がっており、全教科で校内研修
を実施した学校もある。 
 校内研修を支えるファシリテーターが、83 名ケニア第三国研修により能力強化された。彼らと、

Comparison between baseline and end-line result on the
perception of pupils on  science lessons

 (Grade 9 & 12)

1

2

3

4
F1

F2

F3

F4

F5

F6

F7

F8

2006 (N=2,029) 2007 (N=1,561)

F1: Teaching for Understanding
F2: Positive affect in classroom
F3: Less Indifference &
      irrelevance matters
F4: Self-efficacy & less negative
      motivation of students
F5: Appropriate assessment of
      learning
F6: Learning scientific facts &
      concept
F7: Various learning activities
F8: Independent learning
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校長・副校長および JTC メンバーによるステークホルダー会議が、学校ごとに行われる校内研修の
モニタリングおよび技術支援の機能を、効果的に果たした。 
 プロジェクトの全体運営は、郡、州、教育省、専門家からなる JTC で行われ、コミュニケーショ
ンを保ちながらうまく機能した。 
 
成果 2：学校レベルの授業研究活動のモニタリング・システムが整備される。 
指標：学校、郡、州の各レベルから提出されるモニタリング報告書の数・モニタリング報告書に

おける最低限の記載内容のカバーの有無 
 
 以下のように、成果 2は達成されている。 
 2007年 1学期（1～3月）において、理科授業研究を取り入れた校内研修の実施校すべてから、モ
ニタリング報告書が提出された。報告書の内容は、次の長期休業時に開催されるステークホルダー会

議および、合同テクニカル委員会や郡教育事務所で実施される学校訪問によって確認された。郡、州

レベルのモニタリング結果は通常業務の一環として、教育省の四半期報告書に掲載された。 
 また、プロジェクトで作成した評価ツールを用いて、授業の質を測るベースライン調査とエンドラ

イン調査が実施された。 
 
成果 3：プロジェクトの経験、教訓をフィードバックして、授業研究ガイドラインが開発される。 
指標：最終版ガイドラインとその承認 

 
 成果 3は、プロジェクト終了までに達成される見込みである。 
 すでに、ガイドライン第 2 版が、ステークホルダー会議および JTC において、学校レベルの校内
研修の実践からのフィードバックを通して作成された。第 2版は初版に対し、経験に基づくよう有用
な情報と書式例と活動プログラムが追加され、より充実した内容になっている。これは中央州のすべ

ての学校に配布された。プロジェクト期間中の最終版は、2007年 8月に完成予定である。 
 
４－１－４ 活動実績 

1-1  ステークホルダー会議を定期的に実施する。 
・学期間の休みごとに、6郡を 2グループに分けて実施した（調査時点で、5サイクル終了
済み）。 

1-2  校内研修として 8ステップの授業研究活動を各学校・クラスターにて実施する。 
・82.9％の学校（クラスターあり）にて授業研究活動が実施されている。 

1-3  SMASE-WECSAの専門家とともに、ケニアでの研修カリキュラムを開発する。 
・タスクフォースによって、ケニア中等理数科強化（Strengthening of Mathematics and Science 

in Secondary Education: SMASSE）プロジェクトに対して研修内容に対する要望が出され、
ケニア側が特別に作成した研修カリキュラムを、双方が TV会議を通じて調整・改善した。
2年目の研修では、要望がより満たされるようになった。 

1-4  ケニア研修に参加する教員を選考する。 
・郡単位で有能な教員を推薦してもらい、州レベルで最終的な選考を行った。 

1-5  ケニア研修の実施について準備、支援する。 
・旅行手続き、参加前のオリエンテーションが行われた。日本人専門家を含むタスクフォー

スメンバーが引率し、研修の空き時間にザンビア人のみのセッション・会合をもって、学

習した内容をどのようにザンビアで応用できるか議論させた。 
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1-6  ケニアで研修を受けた教員を授業研究のファシリテーターとして任命する。 
・郡ごとに学校の地理的な分布を考慮して、研修を受けた教員を、各クラスター・ゾーンを

担当するファシリテーターとして任命し、授業研究活動の支援をさせている。 
1-7  ケニアの研修参加者をフォローアップする。 
  ・ケニア研修経験者に、担当郡（学校群）を割り振って、ケニアで得た知識を担当郡の教員

に伝達させた。 
  ・ケニア研修経験者を集めたファシリテーターワークショップを開催し（2006年 12月）、追

加インプットとして、簡易実験教材に関する実習を行った。 
  ・ケニア研修経験者に対して、ステークホルダー会議などで授業技術についての講習を行い、

学校レベルでの授業研究の実施指導に当たらせた。 
1-8  フィリピン初中等理数科教員研修強化計画で実施されている学校群運営教員再研修プログ
 ラム（School Based Training Program: SBTP）の関係者とともに、フィリピンにおける技術交
 換プログラムのカリキュラムを作成する。 
・フィリピン教育省研修局の SBTP 担当者と連絡し、フィリピンにおける 11 日間の技術交
換プログラムを作成した。 

1-9  フィリピン研修に参加するカウンターパートを選考する。 
 ・JICA 事務所、教育省と協議の上、プロジェクトの運営にあたる人物から参加者を選出し
  た。 
1-10  フィリピン研修の実施について準備、支援する。 
 ・参加前オリエンテーションの実施、旅行手続きを支援し、日本人専門家が研修に同行し

  た。 
1-11  フィリピンでの技術交換事業の参加者をフォローアップする。 
 ・参加者 3 名に対して、ザンビアでの校内研修の運営（主として校内研修の継続性を担保
  する学校経営の観点から）に関するインプットを継続的に行うよう求めた。 
1-12  プロジェクトの終了時期に普及ワークショップを開催する。 
 ・2007年 9月以降に実施予定。 
1-13  他 8州の関係者に授業研究への関心をうながす。 
 ・他 8州関係者を、ステークホルダー会議や SMASE-WECSA会議に招待し、学校現場  
  での教員の授業研究活動を見学させた。 
2-1 学校・クラスターレベルで授業研究実施状況のモニタリングを行う。 

 ・213の学校（一部はクラスターとして実施）より学期ごとに授業研究実施報告書が提出さ
  れた。 
 ・州レベル・郡レベルで、通常の教育省のモニタリング活動に、授業研究実施状況の把握が

  組み込まれて実施されている。 
2-2 教員の授業を観察する。 

 ・合同テクニカル委員会メンバーや郡関係者により、モニタリング活動の際に教員の授業観

  察・授業研究活動の見学が行われた。 
2-3 校長、生徒、同僚教員から、授業研究実施状況についてのコメントを得る。 

 ・上記モニタリング活動の際に、各ステークホルダーより、授業研究実施に関する意見・提

  言を収集し、郡や州レベルのモニタリング報告書に記載された。 
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2-4 校長による内部モニタリングを促進する。 

 ・日本で教員研修運営の研修を受けたカウンターパートを中心に、校長による学校の教育活

  動全般のモニタリング手法に関する講義・実習がステークホルダー会議に取り入れられ、

  継続的に実施されるようになった。 

3-1 School-based CPD の経験を用いた授業研究の実施ガイドラインを開発する。 

 ・JTC メンバーにより、2006 年 1 月に初版が完成。2007 年 2 月に第 2 版が作成されている。 

3-2 ガイドラインを学校およびクラスターで活用する。 

 ・ガイドラインが学校およびクラスターで活用された。 

3-3 授業研究からのフィードバックを行う。 

  ・第 2 版はモニタリング活動から得たフィードバックを反映させて作成された。 

3-4 プロジェクト終了時期にガイドライン最終版を作成する。 

 ・最終版は、2007 年 8 月に完成の見込みである。 

3-5 他 8 州に最終版ガイドブックを配布する。 

 ・最終版完成後配布予定。 

 

４－１－５ 投入実績 

（１）日本側投入 

  専門家派遣 

長期（授業研究ガイドライン作成（理科教育）1 名×2 年） 

  研修員受け入れ 

    本邦研修（2006 年 1 名、2007 年 4 名） 

在外研修（ケニア第三国研修：2006 年 7 名） 

    （ケニア個別研修 ：2005 年 36 名、2006 年 40 名） 

（フィリピン技術交換研修：2006 年 3 名） 

  在外活動強化費 

4,600 千円 

  機材・研修経費 

4,536 千円 

                                       

 （２）ザンビア側投入 

  校内研修、ステークホルダーミーティング、そのほか関連ワークショップ、会議などの運

    営に必要な経費 

  モニタリングに必要な経費 

プロジェクト期間（2 年間）の投入見込み総額（概算）：10 億 ZMK（ザンビアクワチャ） 

 

 

４－２ 活動プロセス 

（１） 技術移転の方法 

 日本人専門家による技術移転は、特に授業研究についての面で、ザンビア側に高く評価された。

プロジェクト開始前は、ザンビアにおいて、授業研究の知識と経験はほとんど蓄積されていない状

態だったが、その基本概念と方法論が、まず、専門家からタスクフォースメンバーに伝えられ、そ
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の後、合同テクニカル委員会、ステークホルダー会議などのプロジェクトの組織構造を通して、学

校レベルまで伝わっていった。  
 ケニアでの第三国研修は、校内研修の内容を向上させ授業の質の改善に効果的だった。ケニアで

研修を受けたザンビア人教員は、プロジェクトのファシリテーターとして、生徒中心型授業、効果

的な活動、身近なものの活用という概念を国内の校内研修に持ち込んだ。ケニア人専門家による調

査では、ケニアで研修を受けたザンビア人教員は、ほぼ適切に ASEI/PDSI2に基づいた授業を実践

していると報告されている（Survey of Impact of Third Country Training Held in Kenya for Zambia 
Participants, SMASSE Kenya, MAY 2007）。 
 
（２）プロジェクト運営システム 

 プロジェクトの基本方針は、プロジェクトタスクフォースを中心に起案され、JTCで検討された。
プロジェクトタスクフォースは、日本人専門家、教育省研修局上級職員、教育省中央州上級理科指

導主事の 3人で構成され、JTCは、タスクフォースメンバー、プロジェクトマネージャー（中央州
教育事務所長）、州教育事務所職員、郡教育委員会代表、ファシリテーター代表などの 14名で構成
される。JTCのメンバーは、月 1度程度の正式会議と、これ以外のステークホルダー会議などで、
情報と意見の交換を行った。JICA専門家の専門技術は、タスクフォースを通じて JTCに伝わり、
最終的に校内研修の現場に行き届いた。 
 
（３）プロジェクト関係者の間のコミュニケーション 

 プロジェクトタスクフォースは、日本人専門家、教育省研修局上級職員、教育省中央州上級理科

指導主事の 3人で構成され、このタスクフォースが十分に機能することにより、教育省本庁、中央
州教育事務所、JICAの 3者間のコミュニケーションが十分に維持された。 

 
（４）カウンターパートの配置 

 JICA 専門家のカウンターパートは、教育省本省の上級職員、中央州教育事務所の所長を含めた
幹部職員、郡教育委員会代表、ファシリテーター代表などの 14 名で構成される合同テクニカル委
員会のメンバーであり、適切で、十分な能力を備えたカウンターパートが配属された。彼らは、マ

ネジメントと調整業務に十分な能力を当初からもっており、専門家からカウンターパートに移転さ

れた授業研究に関する技術が、彼らによって学校レベルまで伝えられた。 
 

 （５）対象国のオーナーシップ 

 プロジェクトは、現職教員訓練制度（School Program of In-service for the Term: SPRINT）という教
育省にすでに存在していた研修制度の枠組みの中で、既存の財源、人材、制度、設備を最大限に活

用したことに特徴があり、ザンビア側のオーナーシップは非常に高い。JICA 側の投入がほかの類
似プロジェクトと比較し少額に抑えられているにもかかわらず確実に成果を出してきたことは、オ

ーナーシップの高さを反映しているが、同時に、限られた予算の中で最善の努力を行ってきた積み

重ねが、JICA との技術協力活動の中で、さらにオーナーシップを高めたといえる。ほかのドナー
による類似の研修プロジェクトが研修参加に対して手当てを支給し、手当てを支給しないプロジェ

クトとの相違に、教員の間で混乱が生じた際にも、本プロジェクトはザンビアのプロジェクトであ

                                            
2 ASEI/PDSI（Activity, Student-centered, Experiment, Improvisation / Plan, Do, See, Improve）とは、身近で入手可能な材料

を創意工夫により教材として活用しながら実験活動を授業に取り入れる、生徒主体の授業を目指す授業改造であり、

加えて、そのプロセスに、計画、実施、評価、改善という一連の行動様式を定着させることを目的とするアプローチ

である。 
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る、という説明でおさまったことは、中央州教育事務所と教員の双方におけるオーナーシップの高

さを示す好例である。 
 

（６）阻害要因および貢献要因 

 阻害要因  
・ 一部の校長の継続的教員研修の重要性に対する認識不足が、校内研修の不活発の原因と

なったと見られる。この点については、ステークホルダー会議などの影響により、改善

されていった。 
・ 参加教員に対する手当ての支給の有無について、同様のプロジェクトを実施するドナー

間で不統一があり、教員間に混乱が見られた。本プロジェクトで支給されないことにつ

いては、ザンビア政府によるプロジェクトであることで教員に理解を求めた。 
・ 日本、ザンビア双方の投入計画の詳細が PDM に記述されていないことが、具体的な活 

動計画を立てる上で制約となった。 
 

  貢献要因 
・ プロジェクトが既存の教員再訓練システムの枠組みの中に位置づけられ、現地の人材、

制度、予算が最大限に活用されたこと。 
・ ケニア SMASSEのリソースが活用され、ザンビア人ファシリテーターが短期間に大量に
養成されたこと。 

・ 州知事が教員研修の重要性を理解し、中央州での実施を支援したこと。 
 
 

４－３ 評価 5項目による評価 

 

４－３－１ 妥当性 

 プロジェクトの妥当性は以下の理由から高いと判断される。 
 
① プロジェクトの優先度は高い。 
  教育国家政策“Educating Our Future”（1996）、教育セクター戦略計画 2003-2007、第 5次国家開
発計画 2006-2010、などの国家政策の中に継続的な職能開発（Continuing Professional Development: 
CPD）が位置づけられており、プロジェクトはザンビアの国家政策と一致する。 
  また、日本の対ザンビア国別援助計画では、自立発展に向けた人材育成・制度構築が重点分野と

して捉えられており、この中で基礎教育分野における教員の能力向上への協力を検討、と記されて

いる。JICA国別事業実施計画である、初等･中等教育の質の改善と普及は、日本の国別援助の重要
分野である自立発展に向けた人材育成･制度構築の中の開発課題なので、プロジェクトは日本の支

援方針と一致する。 
 
 ② プロジェクトのニーズは高い。 
  ターゲットグループである、第 8学年から第 12学年を指導する理科教員には、学校制度の改革
に対応するための配置転換によって配属された無資格教員や、2006 年からの教員採用枠の拡大に
よって配置された若手教員が多く、授業改善と能力向上のための研修の必要性が高かった。 
  一方、ザンビア国内では、SPRINTという校内研修の枠組みはあったものの、具体的な研修手法
が備わらず、研修内容の充実と研修効果の向上が求められていた。 

 
 ③ プロジェクトの戦略の妥当性は高い。 
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 既存の、組織、人材、制度、施設を最大限利用するというプロジェクトの戦略は、SPRINTを有
していた、ザンビアの教育行政組織および教員に受け入れられやすいものだった。さらに、採用さ

れた授業研究という手法は、ザンビアの組織・人材（州教育事務所、教員）、制度（SPRINT）、施
設（学校、リソースセンター）を利用する上でよく適合するものであった。 
 授業研究は、授業案の作成、教材作り、授業実施などの、教員の具体的で積極的な参加を要求す

るため、それまでの講義と話し合い中心の SPRINTの研修に比べ、学校レベルでの教員の自主的な
研修が実施しやすい手法といえた。また、実際の授業に直接役立つ研修成果が期待でき、それを自

覚した教員は、研修の価値を認めるようになった。 
これらの結果、ザンビア側のプロジェクトに対する主体的な参加を高め、効率性、オーナーシッ

プ、自立発展性などが高まった。 
 
４－３－２ 有効性 

  プロジェクトの有効性は以下の理由からやや高いと判断される。授業学習活動の質が改善したこ

とを生徒が認識できるようなより高いレベルになることが求められる。 
 
 ① プロジェクト目標の達成度はやや高いと判断される。 

授業観察結果および校長と教員へのインタビュー結果は、授業学習活動が改善されていることを

示している。 
JTCのメンバーが中央州の第 8学年から第 12学年の理科授業を観察した結果からは、授業の目

標とその達成、授業進行、教材の使用、活動の質、の 4分野で改善が認められた。教員が生徒中心
の授業の重要性を理解し、そのような活動を授業案の中に表現できるようになった。また、授業の

中で、生徒への動機づけ、生徒のディスカッション、授業のまとめなどに改善があったことが示さ

れた。 
多くの校長は、理科教員が SMASTE-CPDの影響を受け、生徒実験が多くなるように、身近な材
料を活用した教材を授業に準備するようになったと述べている。そして、生徒が主体的な活動を行

う機会が増加し、授業の生徒中心の度合いが高まったと認識している。また、多くの教員は、授業

案を作成することで授業の準備をする習慣がついたことを評価している。さらに、SMASTE-CPD
では、教員にとって指導が難しいと思われるトピックを選んで研修を行うので、彼らに、そのよう

なトピックを指導することへの自信を与えている。 
一方、アンケートによる生徒の理科授業に対する認識調査の結果からは、授業学習活動の改善は

認められない。中央州の 20校の 8学年から 12学年までの生徒を対象に行われたアンケートは、指
導内容の理解、授業の雰囲気、指導内容の妥当性、学習意欲、生徒に対する評価、科学概念の学習、

活動の多様性、個別学習、の 8分野で構成されたもので、各分野で変化はほとんど見られなかった。
これは、授業観察で確認されている授業学習活動の改善が、生徒の認識としては現れていないこと

を示す。 
 
② 成果（アウトプット）のプロジェクト目標に対する貢献度は高いと判断される。 
 成果 1の、校内研修による授業研究活動の定期的な実施が、授業学習活動の改善に大きく貢献し
たことは明確である。 
授業研究では、教員が交代に公開授業での指導を担当するので、教員には、実際に教材の作成や

生徒中心的な活動の指導を直接体験する機会が与えられる。しかも、その結果は同僚教員の中で議

論され、より改善された方法が検討される。その改善された方法が、次の機会に実施されると、授

業は改善される。実際、数名の校長が、授業で生徒が活動する場面が多くなったと述べている。 
授業研究からの利益は、授業を実施し改善のための助言を与えられる教員だけではなく、参加す

る教員全員にもたらされた。同僚教員のアイデアは、そのままほかの教員の授業に活用された。授
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業観察や改善方法の検討の経験は、長期的に授業実施能力の向上につながることが期待できる。さ

らに、プロジェクトの授業研究では、教員にとって指導の難しいテーマが優先的に選択されるので、

そのようなテーマを研修した教員は、以前より自信をもって授業に臨めるようになった。 
さらに、モニタリング体制の充実と、経験を基に改善されたガイドブックの存在は、校内研修で

の授業研究の定期的実施と研修の質の維持に貢献した。 
 
４－３－３ 効率性 

 このプロジェクトの効率性は、以下の理由から高いと判断される。 
 
① 教育省の教員研修システムである SPRINTの枠組みの中で、ザンビア側の人材、予算、組織が
最大限に活用された。 
専門家のカウンターパートである JTCのメンバーは、教育省研修局、中央州教育事務所、郡教育

委員会代表、ファシリテーター代表などで構成されたが、プロジェクトは彼らの通常業務の一部と

して実施された。また、校内研修における授業研究では、参加教員すべてがリソースパーソンであ

り、校長やファシリテーターが助言をするほかは特に講師を必要とするものではない。 
校内研修にかかる費用は、主として教材の材料費と茶菓代であり、各学校でまかなわれた。校内

研修の実績をもちよって行われるステークホルダー会議は、学校またはリソースセンターで行われ

た。したがって、プロジェクトのために新たな施設を準備することはなかった。 
プロジェクトで要する主な費用は、ワークショップの開催とモニタリングのためのものである。

これらは、基本的に教育省で教員研修用予算として確保され、州、郡に配布される。ステークホル

ダー会議への旅費は、基礎教育学校の場合は郡教育委員会が、高校の場合は学校独自にまかなうこ

とになるが、旅費が十分に工面できない場合も見られた。この状況に対し、ステークホルダー会議

を分割開催して、１校の移動距離を短縮し、学校が負担する旅費を軽減する試みが行われた。 
さらに、具体的な研修手法として授業研究を既存の校内研修制度に組み込むことにより、授業研

究が学校現場にスムーズに受け入れられた。それまでの SPRINTによる校内研修が具体的な手法を
もたず、話し合いだけで終わりがちになっていたのに対し、プロジェクトでは、授業研究実施のた

めの 8段階の具体的なステップが設けられ、各段階をこなすことにより研修が進行し、改善された
授業案が明確な成果品として残ることが、教員から評価を得た。 

 
② ザンビア人教員をケニア SMASSEでの理科教育研修へ派遣し、短期間で効率的にプロジェク   
  トのファシリテーターを養成することができた。 
 ファシリテーターは、学校またはゾーンレベルでの校内研修を推進支援する役割をもち、特に教

科内容と指導法の面での支援が期待されている。ケニアでの研修では、参加者が、生徒の活動を取

り入れた授業、生徒主体の授業、身の回りのものを使った教材などについて学び、それらをファシ

リテーターとしてザンビアの教員に広めた。これらの概念が一般の教員にも伝わっていることがイ

ンタビューで確認されている。 
③ ステークホルダー会議が校内研修の充実に貢献した。 
 ステークホルダー会議には、ファシリテーター、校長、副校長、州・郡教育関係者が参加し、そ

の目的は主として各学校での校内研修の経験を共有し、授業研究への学問的インプットを提供する

ことであった。各学校での校内研修のモニタリング報告書は、ステークホルダー会議で内容が確認

されるので、校長はモニタリング報告書の内容に注意を払うようになり、さらに校内研修の実態に

も関心をもつようになった。ステークホルダー会議は、モニタリング・システムの一部を構成して

いる。 
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４－３－４ インパクト 

 プロジェクトのインパクトは以下の理由から大きいと判断される。 
 
 ① プロジェクト終了後の上位目標達成の見込みは高い。 
  上位目標のプロジェクト成果の他州への普及に関し、他州のプロジェクトへの関心は高まってい

る。2006年 12月のステークホルダー会議には、5州から教育事務所職員が参加しプロジェクトへ
の関心を示した。2007年 6月に開催された SMASE-WECSA会議には、中央州以外の全 8州の州教
育事務所長が招待され、中央州の授業研究を視察した。また、包括的な関心喚起のためのワークシ

ョップが 2007年 9月に予定されている。 
  一方、教育省では授業研究を取り入れた校内研修の全国展開のためのマスタープランを作成中で

ある。 
 
 ② プロジェクト目標で設定した教科・学年の範囲を超えて、授業研究が広まっている。 
 プロジェクトでは、ターゲットグループを第 8学年から第 12学年の理科教員と設定したが、学
校レベルでは理科以外に数学、英語などでも授業研究が実施され、全教科で実施される事例もあっ

た。学年についても、第 7学年以下で授業研究が実施される事例が見られた。このことは、ターゲ
ットグループ以外の教員にも、プロジェクトの影響が広まっていることを示す。 
 
③ プロジェクト活動を通じて、以下のような想定外のインパクトが確認できた。 
・ 指導主事や郡リソースセンター職員のモニタリング能力・研修支援能力が向上した。 
・ 校長の学校管理能力が向上した。 
・ 教員が共同作業を経験しその利点を理解した。 

 
４－３－５ 自立発展性 

 このプロジェクトの自立発展性は以下の理由から高いと判断される。 
 
① 組織運営面で自立発展性は高い。 
 プロジェクトでの JICA側の人的投入は長期専門家 1名であり、技術面を中心に支援を行ってき
た。運営面の多くの部分はザンビア側の既存組織の通常業務として実施されており、今後外部から

の支援がない場合でも、校内研修事業のための組織運営能力を維持できるものと見込まれる。 
 
② 技術面での自立発展性は高い。 
 現在の第 2版ガイドブックには、学校レベルでの授業研究の実施方法や州レベルでの運営方法に
ついての基本的な要点がすでに組み込まれている。現時点での個々の教員の教科についての知識理

解や指導力などには、改善すべき点が多くあるかもしれないが、授業研究を継続する点に関しては、

教員レベルから州教育事務所レベルまで、これまでの経験に基づいた実施能力とそれについての自

信をもっている。さらに、JTC ではガイドブックは今後継続的に改善されていくべきものと捉え、
技術向上意欲の高さを示している。継続的な改善の必要性を理解して授業研究を続ければ、中央州

で授業研究の技術が発展していく可能性は高い。 
 
③ 財源面での自立発展性が認められる。 
 プロジェクトの実施コストは基本的に教育省の予算でまかなわれた。国家開発計画の中に、継続

的な職能開発研修としての教員研修がプログラムとして明記され、2006年から 2010年までの予算
項目に盛り込まれている。そこから校内研修の予算が、州、郡を通して各学校に届いた。 
しかし、予算規模の面では不十分との見方があり、適切な予算規模が確保されるためのメカニズ
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ムが必要とされる。 
また、プロジェクト期間中を通して、ステークホルダー会議参加のための旅費の一部が各学校か

ら支払われており、このことが特に遠隔地の学校で負担となっている。 
 
 

４－４ 結論 

 上記の進捗評価結果より、調査団としては以下のように判断した。 
 
（１） プロジェクト終了までにプロジェクト目標は達成される見込みである。 
（２） プロジェクトは、5項目の評価分野でいずれも高い成績を示す優良なプロジェクトである。 
 
 このうち、妥当性と効率性の高さは、ザンビアの教育政策および教員研修の制度や実態などにつ

いての綿密な調査に基づいた計画作業に負う面が大きい。地方分権化、校内研修重視、学校制度の

変更などの流れの中で、授業研究を手段として、中等理数科教育の教員研修を既存の研修制度の枠

組みの中に盛り込もうとする方針が、妥当性と効率性の高さに大きく貢献した。 
効率性、有効性、自立発展性には、長期専門家の貢献も注目される。プロジェクトには理科教育

の長期専門家が 1名のみ派遣された中で、プロジェクト目標および計画された成果が着実に達成さ
れた。1名のみの派遣が投入総額を抑え、効率性を高めるのは当然だが、専門家に理科教育の専門
性だけではなく、リーダーシップ、プロジェクト運営能力、授業研究指導力などの多面的な能力が

備わっていたことの貢献が大きい。プロジェクトの場合、授業研究の実施方法が専門家から JTC
を通じて学校レベルまで効率よく伝播したからこそ有効性が高まり、同様に専門家の配慮に基づい

た技術指導により、モニタリング・システムとガイドラインがザンビア側の努力を引き出して完成

し、技術面での自立発展性につながったといえる。 
評価 5項目の中では、有効性のみがやや高いとなっている。これには、プロジェクト目標である
授業学習活動の改善が、指標のひとつである生徒の認識としては現れていないことが影響している。

授業学習活動の改善が授業観察からは確認できたものの、生徒の認識としては現れなかったとの結

果が出たが、教育事業が目指すべきものは、本来的には生徒の学習成果の向上である。長期的な展

望の下、国際数学・理科教育調査（Trends in International Mathematics and Science Study: TIMSS）な
どの国際的な学力の比較評価システムへの参入や、SMASE-WECSA の枠組みなどを利用した、学
力の相対的評価を導入して、プロジェクトの成果が、生徒の学習成果として評価されるようになる

ことが望まれる。 
 
 
 

- 20 -



 - 21 -

第５章 提言、教訓および所感 
 
 
 一連のプロジェクト評価活動に基づいて、調査団は以下の提言、教訓、所感を述べたい。 
 
５－１ 提言 

（１）SMASTE-CPD普及展開のための長期的戦略の必要 

 プロジェクト形成時には、セクター財政支援に向けたドナー協調が進んでおり、プロジェクト型 

の協力の実施が危ぶまれていたため、プロジェクトは実施期間を 2年間と短く設定せざるをえなか
った。しかしながら、パイロット事業として中央州で開始されたプロジェクトであり、現職教員訓

練制度（SPRINT）構築の能力開発というプロジェクトの位置づけから考えると、制度の定着およ
び他州への展開のためには、さらに継続的な取り組みが必要であり、プロジェクトのフェーズ分け

が必要である。5～6 年というようなより長期的な期間を通じてフェーズ分けをしながら、各フェ
ーズでの取り組み目的、方法を明らかにし、長期的な戦略を関係者間で共有すべきである。またそ

のために中央教育省などにおける必要な組織体制のあり方を当初から検討しておく必要がある。 
 今後、プロジェクトフェーズ 2の立ち上げを検討する際には、フェーズ１で達成したことと課題
を関係者で見直した上で、フェーズ 2およびさらにその先のフェーズ 3を見越した 5年計画の目標
設定とそのための手段を明確にする必要がある。 

 
（２）ファシリテーターの役割の明確化とさらなる能力強化 

  プロジェクトではファシリテーター83名を選抜し、ケニア第三国研修に派遣し、ASEI（Activity, 
Student-centered, Experiment and Improvisation）アプローチや生徒主体の授業について能力強化を図
り、またステークホルダーワークショップ、ファシリテーターワークショップにも参加させた。現

職教員として優秀な能力をもち、かつプロジェクトにより、授業研究および生徒主体の授業につい

て能力強化を促された稀有な人材ではあるが、授業研究実施において、学校長と一般教員の間に立

って推進役を務めるだけでは、その潜在能力が最大限活用されているとはいい難い。授業研究とい

うボトムアップ型の現職教員研修において、教員ニーズを吸い上げるという重要な役割を果たすべ

く、その機能、必要な能力強化を検討する必要がある。 
 
（３）地方教育行政官および学校経営層の学校運営能力強化の必要性 

授業研究に参加する教員のモチベーション、目的意識の高さについては、学校ごとにばらつきが

あり、学校長、教頭という学校経営層の理解度、取り組み姿勢が大きく影響していると思われる。

プロジェクトでは学校長向けに効果的な学校経営に関する研修も実施し、教育省からも校長向け一

般研修として、高く評価されてきている。学校長・教頭は、さらに体系的な学校運営能力の能力強

化を行い、学校運営、教員管理、財政管理、資機材管理という職務権限を通じた授業研究の監督、

推進を担うべきである。将来的には、学校経営層のスクリーニング、適格性試験、評価制度なども

導入することも検討に値する。 
また授業研究に取り組む教員を支援するためには、さらに州・郡・ゾーンという各レベルでの教

育行政官の支援体制も重要である。 
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（４）教育の質向上把握のための授業研究モニタリング 

 現在、授業研究のモニタリングは、各学校から郡教育事務所（district）、州教育事務所（province）
へと提出されるモニタリングレポートが中心であり、その内容は、授業研究の実施頻度、参加教員

数など量的な分析にとどまる。プロジェクトでは、アカデミックな面の授業分析・評価を行うため

のモニタリングフォーマットを開発しており、このような授業改造の質的な変化を評価するモニタ

リングも組み込んで実施されるべきである。そのためにはモニタリング体制を構築し、必要な人材

の能力開発を行う必要があり、従来のように州教育事務所レベルでの人材のみを活用するのではな

く、より学校現場に近い、郡（district）・ゾーン（zone）レベルの仕組み・人材、たとえば郡リソー
スセンターコーディネーター（District Resource Center Coordinator: DRCC）やゾーン教員研修コー
ディネーター（Zone In-service Coordinator: ZIC）などの活用も検討するべきである。 

 
（５）他州教育事務所向けのより包括的な SMASTE-CPD普及セミナーの必要 

 プロジェクトでは、SMASE-WECSA域内会合（07年 6月）に他州教育事務所長を招待したり、
ステークホルダーワークショップに他州教育事務所関係者を招待したりと、SMASTE-CPD 関連の
取り組みの他州への普及に努めてきたが、部分的な紹介を異なるターゲット層に実施することで、

余計な混乱・誤解を生む可能性に注意する必要がある。教育省が主体となって、中央州でのパイロ

ット事業の経験に基づいて、より包括的な SMASTE-CPD紹介の普及セミナーを実施するべきであ
る。 

 
 
５－２ 教訓 

（１）現地のセクター政策フレームワークへのプロジェクト型協力の統合 

 プロジェクトの形成時において、SPRINT制度という現職教員研修の仕組みの特徴と日本の協力
の可能性が詳細に検討され、SPRINT実施に取り組むザンビア教育省の組織体制および予算の仕組
みとプロジェクトをうまく融合させた。 
 またプロジェクト実施においても、常にザンビア側が主体的に取り組み、日本側は授業研究とい

う日本が有する経験を切り口に側面的な技術支援を行った。結果的にプロジェクトは、SPRINT政
策という教育セクターの優先課題実施のために必要なザンビア教育省のキャパシティ･ディベロッ

プメントに大きく貢献した。このようなプロジェクトの成果により、教育省・ドナー社会において、

プロジェクト型協力への見直しの機運が高まり、現在、教育セクターにおいて、プロジェクト運営

委員会（Project Coordination Committee）が立ち上げられ、プロジェクトの取り組みと有効性につい
ても報告がなされている。 
 特にドナー支援が多く、セクターワイドアプローチ（Sector Wide Approaches: SWAps）が進む国
の教育セクターにおいては、セクターの重点政策、プログラム、組織体制、予算、人員を検討した

上で、既存の先方取り組みと協力プロジェクトを統合させ、プロジェクト型協力のアドバンテージ

であるキャパシティ・ディベロップメント推進を中心に有効な協力を実現させ、プログラムレベル

でのインパクトや SWApsにおける政策的位置づけを確保する必要がある。 
 
（２）長期的な戦略目標の設定・共有 

プロジェクト型の協力では協力期間が短く設定されることで、成果目標が限定的なものとなり、
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近視眼的な協力となりかねない。 
特に教育分野の協力では、教育の質の向上という成果を出すためには長期的な取り組みが必要で

あり、パイロット的な事業の実施、その後の普及展開、成果発現のモニタリングという段階にフェ

ーズ分けして取り組む必要がある。 
 
 
５－３ 所感 

 （１）援助協調の中でのプロジェクト協力 

プロジェクトは、2005年 10月から 2年間の予定で開始された。プロジェクト形成時や案件の立
ち上げ時では、欧州ドナーの援助モダリティがプロジェクト型支援から財政支援へ大きくシフトし

つつある時期であった。その中で、①ザンビア政府の開発計画の中で、プロジェクトのアプローチ

が明確に位置づけられること、②既存の SPRINTを活用し、ザンビア政府の事業実施能力の向上（キ
ャパシティ・デベロップメント）を図ること、③関係者（ドナー、NGO など）との情報共有を良
く図ること、④ザンビア政府のオーナーシップを高め、プロジェクトの実施主体をザンビア政府と

し、日本側からのインプットは最小限にとどめることなどを念頭に実施してきた。 
 その結果、2年という短い実施期間で大きな具体的成果を出し、かつザンビア政府の開発計画に
しっかりと組み込まれ、次のフェーズではこの手法（School Based CPD）を、ザンビア政府が主体
となって他地域へ普及させることになった。この試みは、現在サブサハラアフリカで起こっている

援助協調の大きな流れの中で、先方政府開発計画の中核をなす部分の実施能力の向上に取り組むプ

ロジェクト型支援の有効性を実証するものと思われる。 
 
 （２）ケニア SMASSEとの現地事情に合わせたその適応 

 プロジェクトはケニア中等理数科強化計画（SMASSE）で確立した ASEI/PDSIの考え方を、ザン
ビアの教育システムに沿ってアレンジして実施したものである。また、83 名ものザンビア人ファ
シリテーターを 2 年間という短い期間でかつ最小限のコストで訓練できたのも、ケニア SMASSE
で確立した研修システムを活用したからにほかならない。 
 今後とも、ケニア SMASSE を中心に据えて、サブサハラ地域の理数科改善を推進していくため
には、個々の国別の状況にあわせた理数科教育改善・展開戦略を検討し、その中でケニア SMASSE
で培った ASEI/PDSIの考え方の具体的な定着・普及方法や具体的な研修を実施してゆくことが、ま
すます重要になってくると思う。 

 
（３）国別援助計画の中での理数科教育の位置づけ 

 現在、ザンビアでは対ザンビア国別援助計画を改定中である。その内容は、4 年連続の GDP5％
以上の経済成長、重債務貧困国（Heavy Indebted Poor Countries: HIPCs）完了点後の債務帳消しによ
る大幅な対外債務状況の改善などを踏まえて、社会開発セクターから、経済開発セクターに援助重

点分野をかなりシフトしたものになると予想される。この新しい国別援助計画の基で、理数科教育

の改善・強化に取り組むためには、理数科教育の強化がザンビアの産業育成や経済開発の中で必須

であることを明確にし、かつ具体的な改善方法を明示しなくてはならい。よって、初等・中等・高

等教育または職業訓練までを含んだ一貫した理数科強化のあり方を総合的にとらえ、実施する視点

も重要となってくる。 
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取
り
決

め
と
実
績
値
の
比

較

R
D
　
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
タ
ス
ク
フ
ォ
ー

ス

R
D
に
記
載
さ
れ
て
い
る
通
り
、
ザ
ン
ビ
ア
側
よ
り
“
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
必
要
な
施
設
"
、

“
必
要
数
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
”
、
“
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
必
要
な
予
算
”
が
提
供
さ
れ

た
。
2
年
間
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
の
投
入
見
込
み
額
は
1
,
0
3
9
百
万
ク
ワ
チ
ャ
で
あ
る
。

ア
プ
ト
プ
ッ
ト
は

計
画
的
に
産
出
さ

れ
た
か
。

1
.
授
業
研
究
を
取
り
入
れ

た
C
P
D
校
内
研
修
が
定
期
的

に
実
施
さ
れ
た
か

各
学
校
で
学
期
に

１
回
以
上
の
頻
度

で
研
修
が
行
わ
れ

る

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
報

告
書
教
員
、
校
長
、
C
P

2
0
0
7
年
第
１
学
期
（
１
月
-
３
月
）
に
、
8
2
.
9
%
の
学
校
で
理
科
の
授
業
研
究
を
取
り
入
れ
た
校

内
継
続
的
専
門
職
研
修
（
C
P
D
研
修
）
が
最
低
1
回
は
実
施
さ
れ
た
。
研
修
を
行
っ
た
学
校
は
、

2
0
0
6
年
第
3
学
期
に
は
7
7
.
9
%
で
あ
っ
た
が
、
2
0
0
7
年
第
1
学
期
に
は
8
2
.
9
%
ま
で
増
加
し
た
。

3
1
.
5
%
の
学
校
が
学
期
内
に
2
回
以
上
研
修
を
実
施
し
た
。
実
施
教
科
に
つ
い
て
理
科
だ
け
で
は

な
く
算
数
な
ど
の
領
域
に
も
拡
大
さ
れ
た
。
7
学
年
以
下
の
学
年
で
も
実
施
さ
れ
た
。
す
べ
て
の

教
科
に
お
い
て
研
修
を
実
施
し
た
学
校
も
あ
っ
た
。

結
果

評
価
設
問

　

投
入
は
計
画
通
り

実
施
さ
れ
た
か

実 績 の 検 証

２ 評価グリッド（和文） 
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実 績 の 検 証

ア
プ
ト
プ
ッ
ト
は

計
画
的
に
産
出
さ

れ
た
か
。

2
.
C
P
D
校
内
研
修
の
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
体
制
が
確
立
し
た

か

学
校
、
郡
、
州
レ

ベ
ル
で
の
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
報
告
書
の

提
出
数
予
定
数
と

実
績
値

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
報

告
書
、
カ
ウ
ン

タ
ー
パ
ー
ト

報
告
書
の
提
出
率
の
高
さ
か
ら
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
が
確
立
さ
れ
た
こ
と
が
う
か
が
え

る
。
2
0
0
7
年
第
一
学
期
に
は
、
2
5
7
タ
ー
ゲ
ッ
ト
校
の
う
ち
、
2
1
3
校
が
S
M
A
S
T
E
-
C
P
D
研
修
を
実

施
し
て
お
り
、
そ
の
す
べ
て
の
実
施
校
が
報
告
書
を
提
出
し
て
い
る
。
報
告
書
の
内
容
に
つ
い

て
は
、
学
期
終
了
後
長
期
休
暇
中
に
開
催
さ
れ
る
関
係
者
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
で
確
認
さ
れ
る
と

共
に
、
郡
指
導
主
事
と
テ
ク
ニ
カ
ル
委
員
会
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
た
め
の
学
校
訪
問
で
も
確
認

さ
れ
た
。
郡
・
州
レ
ベ
ル
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
は
教
育
省
の
四
半
期
報
告
書
に
反
映
さ
れ

た
。

　
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
報

告
書
の
記
載
範
囲

の
変
化

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
報

告
書
校
長
、
カ
ウ
ン

タ
ー
パ
ー
ト

学
校
レ
ベ
ル
で
の
校
内
研
修
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
は
J
T
C
（
テ
ク
ニ
カ
ル
委
員
会
）

が
作
成
し
た
。
提
出
さ
れ
た
報
告
書
の
ほ
と
ん
ど
に
は
必
要
最
小
限
の
記
入
事
項
は
記
さ
れ
て

い
た
。
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
報
告
書
に
添
付
さ
れ
る
授
業
案
の
数
が
増
加
し
た
。
報
告
書
に
記
載
さ

れ
る
そ
の
他
の
教
科
に
お
け
る
授
業
案
数
が
増
加
し
た
。
授
業
研
究
の
8
ス
テ
ッ
プ
が
適
切
に
記

述
さ
れ
た
報
告
書
数
が
増
加
し
た
。

3
.
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
経
験

が
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
さ
れ

た
C
P
D
校
内
研
修
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
が
完
成
し
た
か

最
終
版
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
の
存
在

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ

ク
・
改
訂
の
プ
ロ

セ
ス
の
有
無

最
終
版
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
専
門
家
、
カ
ウ
ン

タ
ー
パ
ー
ト

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
第
2
版
が
、
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
会
議
と
J
T
C
に
お
け
る
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
プ

ロ
セ
ス
を
経
て
作
成
さ
れ
た
。
第
1
版
が
改
訂
さ
れ
、
「
経
験
に
基
づ
く
有
益
な
情
報
」
と
「
研

修
活
動
用
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
サ
ン
プ
ル
」
 
の
項
が
付
け
加
え
ら
れ
た
。
第
2
版

は
教
育
省
に
よ
り
承
認
さ
れ
、
中
央
州
内
の
全
学
校
に
配
布
さ
れ
た
。
最
終
版
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
中
の
2
0
0
7
年
8
月
に
完
成
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
は
達
成
さ
れ
る

か

授
業
中
の
指
導
と
学
習
活

動
が
C
P
D
校
内
研
修
に
よ
り

改
善
さ
れ
た
か

理
科
授
業
観
察
結

果
の
変
化

ロ
ー
カ
ル
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
調
査
結

果 専
門
家

R
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実 績 の 検 証

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
は
達
成
さ
れ
る

か

授
業
中
の
指
導
と
学
習
活

動
が
C
P
D
校
内
研
修
に
よ
り

改
善
さ
れ
た
か

理
科
授
業
観
察
結

果
の
変
化

ロ
ー
カ
ル
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
調
査
結

果 専
門
家

理
科
授
業
観
察
の
結
果
か
ら
は
、
「
F
1
:
授
業
の
目
標
と
そ
の
達
成
」
、
「
F
2
:
授
業
進
行
」
、

「
F
3
:
教
材
の
使
用
」
、
「
F
5
:
活
動
の
質
」
の
4
分
野
で
、
授
業
学
習
活
動
の
改
善
が
見
ら
れ

た
。
こ
の
う
ち
、
F
5
は
、
授
業
案
の
中
で
の
生
徒
中
心
的
な
活
動
の
頻
度
を
示
す
も
の
で
、
最

大
の
変
化
を
見
せ
た
。
こ
れ
は
、
教
員
が
生
徒
中
心
の
授
業
の
重
要
さ
を
理
解
し
、
そ
の
よ
う

な
活
動
を
、
授
業
案
の
中
に
表
現
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
を
示
す
。
2
番
目
に
大
き
な
変
化

が
現
れ
た
の
は
F
2
で
あ
り
、
観
察
さ
れ
た
授
業
の
中
で
、
教
師
生
徒
に
と
っ
て
重
要
な
活
動
が

ど
の
程
度
取
り
込
ま
れ
て
い
た
か
を
問
う
も
の
で
あ
る
。
結
果
は
、
生
徒
へ
の
動
機
付
け
、
生

徒
に
よ
る
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
、
授
業
の
ま
と
め
、
等
に
改
善
が
あ
っ
た
こ
と
を
示
し
て
い

る
。
 
F
4
は
、
教
師
の
発
問
内
容
の
質
を
、
ブ
ル
ー
ム
の
タ
キ
ソ
ノ
ミ
ー
を
応
用
し
て
測
ろ
う
と

す
る
も
の
で
あ
る
。
F
4
で
は
、
教
員
の
発
問
の
質
に
関
す
る
評
点
が
ほ
と
ん
ど
変
化
し
な
か
っ

た
。
教
員
の
発
問
及
び
質
疑
へ
の
質
に
つ
い
て
の
改
善
が
ま
だ
現
れ
て
い
な
い
こ
と
を
示
し
て

い
る
。
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実 績 の 検 証

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
は
達
成
さ
れ
る

か

授
業
中
の
指
導
と
学
習
活

動
が
C
P
D
校
内
研
修
に
よ
り

改
善
さ
れ
た
か

生
徒
の
理
科
授
業

に
対
す
る
考
え
方

の
変
化

ロ
ー
カ
ル
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
調
査
結

果 専
門
家
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実 績 の 検 証

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
は
達
成
さ
れ
る

か

授
業
中
の
指
導
と
学
習
活

動
が
C
P
D
校
内
研
修
に
よ
り

改
善
さ
れ
た
か

生
徒
の
理
科
授
業

に
対
す
る
考
え
方

の
変
化

ロ
ー
カ
ル
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
調
査
結

果

理
科
授
業
に
対
す
る
生
徒
の
認
識
か
ら
は
、
授
業
学
習
活
動
の
改
善
は
見
受
け
ら
れ
な
か
っ

た
。
8
分
野
全
て
の
質
問
事
項
に
つ
い
て
、
2
0
0
6
年
と
2
0
0
7
年
の
結
果
に
顕
著
な
違
い
は
現
れ
な

か
っ
た
。

校
長
の
理
科
授
業

が
改
善
さ
れ
た
こ

と
の
認
識

専
門
家

校
長
・
副
校
長
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
で
は
、
教
室
内
で
の
授
業
学
習
活
動
に
改
善
が
あ
っ
た
こ

と
を
が
示
さ
れ
た
。
多
く
の
校
長
は
、
理
科
教
員
が
校
内
授
業
研
究
の
影
響
を
受
け
、
生
徒
実

験
が
多
く
な
る
よ
う
に
、
身
近
な
材
料
を
活
用
し
た
教
材
を
授
業
に
準
備
す
る
よ
う
に
な
っ
た

と
述
べ
た
。
そ
し
て
、
生
徒
が
主
体
的
な
活
動
を
行
う
機
会
が
増
加
し
、
授
業
の
生
徒
中
心
の

度
合
い
が
高
ま
っ
た
と
認
識
し
て
い
る
。

　
教
員
の
理
科
授
業

が
改
善
さ
れ
た
こ

と
の
認
識

教
員

理
科
教
員
に
対
す
る
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
結
果
か
ら
は
、
授
業
学
習
活
動
が
改
善
し
た
こ
と
が
認
め

ら
れ
る
。

　
多
く
の
教
員
は
、
授
業
案
の
作
成
が
、
彼
ら
に
授
業
を
準
備
す
る
習
慣
を
与
え
た
こ
と
を
評

価
し
て
い
る
。
ま
た
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
理
科
校
内
研
修
で
は
、
教
員
に
と
っ
て
指
導
が
難
し

い
と
思
わ
れ
る
ト
ピ
ッ
ク
を
選
ん
で
研
修
を
行
う
の
で
、
彼
ら
に
、
そ
の
よ
う
な
ト
ピ
ッ
ク
へ

の
自
信
を
与
え
た
と
考
え
て
い
る
。

上
位
目
標
達
成
見

込
み
は
あ
る
か

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
効
果
が

他
の
地
域
へ
拡
大
す
る
見

込
み
は
あ
る
か

他
州
関
係
者
に
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
が
評

価
さ
れ
て
い
る
か

普
及
ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
報
告
書
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
の
上
位
目
標
達
成
の
可
能
性
は
非
常
に
高
い
。
2
0
0
6
年
1
2
月
に
は
5
州
か

ら
の
教
育
担
当
者
が
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
会
議
に
参
加
し
た
。
ま
た
、
他
全
8
州
の
州
教
育
 
事

務
所
長
 
が
2
0
0
7
年
6
月
に
開
催
さ
れ
た
S
M
A
S
S
E
-
W
E
C
S
A
会
議
に
参
加
し
た
。
こ
れ
ら
は
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
対
象
外
の
州
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
関
心
の
高
さ
を
表
し
て
い
る
。
 
ま
た
、
他
州
へ

の
包
括
的
普
及
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
が
2
0
0
7
年
9
月
に
予
定
さ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
教
育
省
教
員

研
修
局
で
は
授
業
研
究
を
取
り
入
れ
た
学
校
ベ
ー
ス
の
継
続
的
専
門
職
研
修
全
国
普
及
の
マ
ス

タ
ー
プ
ラ
ン
を
作
成
中
で
あ
る
。

実 施 プ ロ セ ス

の 検 証

活
動
は
計
画
通
り

実
施
さ
れ
た
か
。
活
動
は
計
画
通
り
実
施
さ

れ
た
か
。

計
画
値
と
実
績
値

の
比
較

P
D
M
,
　
P
r
o
g
r
e
s
s

R
e
p
o
r
t
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ

Ａ
専
門
家

計
画
さ
れ
て
い
た
活
動
は
ほ
ぼ
計
画
通
り
に
実
施
さ
れ
た
。
他
の
活
動
と
の
調
整
不
備
と
予
算

の
支
払
い
の
遅
延
に
よ
り
、
い
く
ら
か
の
活
動
実
施
に
遅
れ
が
出
た
。
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技
術
移
転
の
方
法
専
門
家
の
技
術
移
転
の
方

法
は
適
切
で
あ
っ
た
か

専
門
家
は
カ
ウ
ン

タ
ー
パ
ー
ト
の
能

力
向
上
に
貢
献
し

た
か

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー

ト
日
本
人
専
門
家
に
よ
る
技
術
移
転
は
、
特
に
授
業
研
究
に
つ
い
て
、
ザ
ン
ビ
ア
側
か
ら
高
い
評

価
を
う
け
て
い
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
前
、
ザ
ン
ビ
ア
で
は
授
業
研
究
に
つ
い
て
の
理
解
、

経
験
は
ほ
と
ん
ど
蓄
積
さ
れ
て
い
な
い
状
態
で
あ
っ
た
。
初
め
に
研
究
授
業
の
基
本
概
念
と
方

法
論
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
に
理
解
、
容
認
さ
れ
、
次
い
で
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

組
織
体
制
を
通
し
て
各
学
校
レ
ベ
ル
へ
と
伝
わ
っ
た
。

ケ
ニ
ア
で
の
第
三
国
研
修
は
、
校
内
研
修
の
内
容
を
向
上
さ
せ
授
業
の
質
の
改
善
に
効
果
的

だ
っ
た
。
ケ
ニ
ア
で
研
修
を
受
け
た
ザ
ン
ビ
ア
人
教
員
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
フ
ァ
シ
リ
テ
ー

タ
ー
と
し
て
、
「
生
徒
中
心
型
授
業
」
、
「
効
果
的
な
生
徒
の
活
動
」
、
「
身
近
な
も
の
の
活

用
」
と
い
う
概
念
を
国
内
の
校
内
研
修
に
持
ち
込
ん
だ
。
ケ
ニ
ア
人
専
門
家
に
よ
る
調
査
で

は
、
「
ケ
ニ
ア
で
研
修
を
受
け
た
ザ
ン
ビ
ア
人
教
員
は
、
ほ
ぼ
適
切
に
A
S
E
I
/
P
D
S
I
に
基
づ
い
た

授
業
を
実
践
し
て
い
る
」
と
報
告
さ
れ
て
い
る
（
'
S
u
r
v
e
y
 
o
f
 
I
m
p
a
c
t
 
o
f
 
T
h
i
r
d
 
C
o
u
n
t
r
y

T
r
a
i
n
i
n
g
 
H
e
l
d
 
i
n
 
K
e
n
y
a
 
f
o
r
 
Z
a
m
b
i
a
 
P
a
r
t
i
c
i
p
a
n
t
s
 
,
 
S
M
A
S
S
E
 
K
e
n
y
a
,
 
M
A
Y

2
0
0
7
'
）
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
体
制

は
適
切
で
あ
っ
た

か

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
体
制
は
適
切
で
あ
っ

た
か

専
門
家
と
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
タ
ス
ク

フ
ォ
ー
ス
、
テ
ク

ニ
カ
ル
委
員
会
と

は
意
思
疎
通
が
で

き
て
い
た
か

議
事
録
、
専
門

家
、
各
メ
ン
バ
ー
J
I
C
A
専
門
家
は
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の
メ
ン
バ
ー
で
あ
り
、
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
メ
ン
バ
ー
は
テ
ク

ニ
カ
ル
委
員
会
に
所
属
し
て
い
る
。
 
テ
ク
ニ
カ
ル
委
員
会
で
月
に
一
度
の
ペ
ー
ス
で
ミ
ー
テ
ィ

ン
グ
を
開
催
す
る
が
、
委
員
た
ち
に
は
、
そ
れ
以
外
に
も
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
会
議
な
ど
で
情

報
交
換
を
行
っ
た
。
総
じ
て
テ
ク
ニ
カ
ル
委
員
会
間
で
は
適
切
に
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
と

ら
れ
て
い
た
。
授
業
研
究
に
関
し
て
の
専
門
知
識
そ
の
他
の
技
術
な
ど
は
主
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
を
通
じ
て
テ
ク
ニ
カ
ル
委
員
会
に
移
転
さ
れ
た
。

教
育
省
政
策
決
定

部
分
と
、
本
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
、
在
外

事
務
所
の
関
係

教
育
省
と
J
I
C
A
事
務
所
と

の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

は
と
れ
て
い
た
か

現
地
事
務
所
、
教

育
省

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
は
、
日
本
人
専
門
家
、
教
育
省
研
修
局
上
級
職
員
、
教
育
省

中
央
州
上
級
理
科
指
導
主
事
の
3
人
で
構
成
さ
れ
て
い
た
。
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
内
お
よ
び
Ｊ
Ｉ
Ｃ

Ａ
事
務
所
と
教
育
省
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
十
分
に
取
れ
て
い
た
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
教
育
省

及
び
州
教
育
事
務
所
と
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は

と
れ
て
い
た
か

専
門
家
、
教
育

省
、
州
教
育
事
務

所

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
は
、
日
本
人
専
門
家
、
教
育
省
研
修
局
上
級
職
員
、
教
育
省

中
央
州
上
級
理
科
指
導
主
事
の
3
人
で
構
成
さ
れ
て
い
た
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
、
教
育
省
、
中
央

州
教
育
事
務
所
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
こ
の
チ
ー
ム
を
通
し
て
十
分
に
維
持
さ
れ
た
。
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教
育
省
政
策
決
定

部
分
と
、
本
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
、
在
外

事
務
所
の
関
係

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
J
I
C
A
と

の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

は
と
れ
て
い
た
か

現
地
事
務
所
所

員
、
専
門
家

J
I
C
A
専
門
家
は
J
I
C
A
専
門
家
と
J
I
C
A
ザ
ン
ビ
ア
事
務
所
間
で
適
切
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が

と
ら
れ
て
い
る
と
認
識
し
て
い
る
。

業
務
に
見
合
う
能
力
を

持
っ
た
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー

ト
が
配
置
さ
れ
て
い
た
か

専
門
家
が
活
動
す

る
上
で
適
切
と
判

断
で
き
る
カ
ウ
ン

タ
ー
パ
ー
ト
が
配

置
さ
た
か

専
門
家

有
能
で
職
務
に
ふ
さ
わ
し
い
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
（
テ
ク
ニ
カ
ル
委
員
会
メ
ン
バ
ー
）
が
選
定

さ
れ
た
。
彼
ら
に
は
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
、
調
整
能
力
が
あ
り
、
J
I
C
A
専
門
家
か
ら
テ
ク
ニ
カ
ル
委

員
に
移
転
さ
れ
た
技
術
は
効
果
的
に
学
校
レ
ベ
ル
ま
で
到
達
し
た
。

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
へ
の

本
案
件
へ
の
意
欲
、
オ
ー

ナ
ー
シ
ッ
プ
は
高
か
っ
た

か

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー

ト
の
意
欲
、
オ
ー

ナ
ー
シ
ッ
プ
の
高

さ

専
門
家

テ
ク
ニ
カ
ル
委
員
会
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
、
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
、
責
任
感
は
高
い
。

実
施
過
程
で
生
じ

た
問
題
や
効
果
発

現
に
影
響
を
与
え

た
要
因
は
何
か

専
門
家
・
カ
ウ
ン

タ
ー
パ
ー
ト

阻
害
要
因

・
一
部
の
校
長
の
継
続
的
教
員
研
修
の
重
要
性
に
対
す
る
認
識
不
足
が
、
校
内
研
修
の
不
活
発

の
原
因
と
な
っ
た
と
見
ら
れ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
会
議
等
の
影
響

に
よ
り
、
改
善
さ
れ
て
い
っ
た
。

・
参
加
教
員
に
対
す
る
手
当
て
の
支
給
の
有
無
に
つ
い
て
、
同
様
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実
施
す

る
ド
ナ
ー
間
で
不
統
一
が
あ
り
、
教
員
間
に
混
乱
が
見
ら
れ
た
。
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
支
給
さ

れ
な
い
こ
と
に
つ
い
て
は
、
ザ
ン
ビ
ア
国
政
府
に
よ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
る
こ
と
で
教
員
に

理
解
を
求
め
た
。

貢
献
要
因

・
州
知
事
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
支
援
が
貢
献
要
因
と
し
て
働
い
た
。
彼
は
、
教
員
研
修
の
重

要
さ
を
理
解
し
、
中
央
州
の
実
施
を
支
援
し
た
。

適
切
な
カ
ウ
ン

タ
ー
パ
ー
ト
は
配

置
さ
れ
て
い
た
か

実 施 プ ロ セ ス の 検 証
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評
価
グ
リ
ッ
ド
　

《
評
価
5
項
目
》

 
評
価
基

準
・
方
法

情
報
源

大
項
目

小
項
目

必
要
性

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し

て
い
た
か

C
P
D
校
内
研
修
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
は
中
央
州
の
８
-
１
２
学
年
の
理
科
の
教
員
で
あ
る
。
第
８
年
か
ら

第
1
2
学
年
を
指
導
す
る
理
科
教
員
に
は
、
学
校
制
度
の
改
革
に
対
応
す
る
た
め
の
配
置
転
換

に
よ
っ
て
配
属
さ
れ
た
無
資
格
教
員
や
、
2
0
0
6
年
か
ら
の
教
員
採
用
枠
の
拡
大
に
よ
っ
て
配

置
さ
れ
た
若
手
教
員
が
多
く
、
授
業
改
善
と
能
力
向
上
の
た
め
の
研
修
の
必
要
性
が
高
か
っ

た
。
そ
の
た
め
、
理
科
授
業
に
お
い
て
質
の
低
い
指
導
が
行
わ
れ
、
生
徒
の
学
習
に
影
響
が

出
て
お
り
、
教
員
た
ち
の
指
導
法
の
改
善
と
能
力
向
上
の
た
め
の
研
修
が
必
要
で
あ
っ
た
。

ザ
ン
ビ
ア
の
教
育
開
発
の
現
状
か
ら
中
等
理

科
へ
の
協
力
は
妥
当
で
あ
っ
た
か
。

国
家
開
発
計
画
、

教
育
セ
ク
タ
ー
戦
略

計
画
、

国
家
教
育
政
策

基
礎
教
育
学
校
の
学
年
を
７
年
か
ら
９
年
に
延
長
し
た
こ
と
で
、
中
等
教
育
に
お
い
て
資
格

の
な
い
教
員
の
数
が
増
加
し
た
。
特
に
理
科
の
授
業
に
お
い
て
は
、
多
く
の
教
員
が
授
業
を

す
る
こ
と
に
困
難
さ
を
感
じ
て
い
た
。
ゆ
え
に
、
中
等
教
育
で
の
理
科
教
育
支
援
は
適
切
な

も
の
で
あ
っ
た
。

他
ド
ナ
ー
の
支
援
状
況
、
日
本
の
協
力
と
の

関
係
か
ら
、
中
等
理
科
へ
の
教
育
協
力
は
妥

当
で
あ
っ
た
か

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ド

キ
ュ
メ
ン
ト

V
V
O
B
と
U
S
A
I
D
は
中
央
州
に
お
い
て
校
内
C
P
D
研
修
の
強
化
支
援
を
行
っ
て
き
て
い
る
。
彼
ら

の
活
動
は
重
複
す
る
と
い
う
よ
り
は
む
し
ろ
補
強
し
あ
え
る
も
の
で
あ
る
。

協
力
手
法
の
妥
当
性

授
業
研
究
支
援
と
い
う
協
力
方
法
は
ザ
ン
ビ

ア
社
会
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
た
も
の
で
あ
っ

た
か

Ｊ
Ｔ
Ｃ
、
校
長
、
教

員
授
業
研
究
は
教
員
の
授
業
の
質
を
改
善
す
る
の
に
効
果
的
な
手
段
で
あ
る
。
こ
の
方
法
は
、

学
校
ベ
ー
ス
の
研
修
に
焦
点
を
あ
て
て
い
る
ザ
ン
ビ
ア
の
教
員
研
修
方
法
と
も
適
合
す
る
。

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ

の
選
定
は
妥
当
で
あ
っ

た
か

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
設
定
の
仕
方
は
適

切
で
あ
っ
た
か
。

専
門
家
、
教
員

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
は
中
央
州
の
８
-
１
２
学
年
の
理
科
の
教
員
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
学

年
に
は
多
く
の
資
格
の
な
い
理
科
教
員
が
存
在
し
た
。
そ
う
い
っ
た
教
員
は
自
分
た
ち
の
授

業
の
質
を
改
善
す
る
必
要
が
あ
っ
た
。
ザ
ン
ビ
ア
で
は
、
理
科
は
授
業
研
究
を
取
り
入
れ
た

C
P
D
研
修
を
実
施
す
る
の
に
適
切
な
教
科
で
あ
る
と
認
識
さ
れ
て
い
る
。

相
手
国
教
育
政
策
と
の

整
合
性
は
あ
る
か

教
育
政
策
と
の
整
合
性
は
あ
る
か

国
家
開
発
計
画
、

教
育
セ
ク
タ
ー
戦
略

計
画
、

国
家
教
育
政
策

第
5
次
国
家
開
発
計
画
（
2
0
0
6
－
2
0
1
0
）
（
F
N
D
P
)
で
は
経
済
イ
ン
フ
ラ
開
発
と
人
材
開
発
が

戦
略
の
焦
点
と
さ
れ
て
い
る
。
教
育
・
技
術
開
発
の
分
野
で
は
、
継
続
し
た
能
力
開
発
の
シ

ス
テ
ム
の
強
化
、
管
理
、
支
援
が
教
員
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
主
な
目
的
の
ひ
と
つ
で
あ
る
。

故
に
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
ザ
ン
ビ
ア
の
国
家
政
策
に
合
致
し
て
い
る
。

日
本
の
援
助
政
策
と
の

整
合
性
は
あ
る
の
か

援
助
重
点
課
題
、
国
別
事
業
実
施
計
画
と
の

関
連
性
は
あ
る
の
か

国
別
援
助
計
画
、
国

別
事
業
実
施
計
画

日
本
の
対
ザ
ン
ビ
ア
国
別
援
助
計
画
で
は
、
自
立
発
展
に
向
け
た
人
材
育
成
・
制
度
構
築
が

重
点
分
野
と
し
て
捉
え
ら
れ
て
お
り
、
こ
の
中
で
基
礎
教
育
分
野
に
お
け
る
教
員
の
能
力
向

上
へ
の
協
力
を
検
討
と
記
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
国
別
事
業
実
施
計
画
で
は
、

「
初
等
･
中
等
教
育
の
質
の
改
善
と
普
及
」
が
、
重
要
分
野
で
あ
る
「
自
立
発
展
に
向
け
た

人
材
育
成
･
制
度
構
築
」
の
中
の
開
発
課
題
と
し
て
捉
え
ら
れ
て
い
る
。

結
果

評
価
設
問

　

相
手
国
教
育
開
発
の
現

状
か
ら
妥
当
で
あ
っ
た

か
。

妥 当 性
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妥 当 性

日
本
の
援
助
政
策
と
の

整
合
性
は
あ
る
の
か

過
去
の
日
本
の
教
育
協
力
と
の
整
合
性
は
あ

る
か

現
地
事
務
所

J
O
C
V
は
ザ
ン
ビ
ア
に
理
科
教
員
を
派
遣
し
て
い
る
。

日
本
は
教
育
協
力
政
策
と
し
て
理
数
科
教
育
の
強
化
を
優
先
事
項
と
し
て
掲
げ
て
い
る
。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
は
達
成

さ
れ
た
か

（
実
績
の
検
証
の
通
り
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は

達
成
さ
れ
た
か

（
実
績
の
検
証
の
通
り
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
因
果

関
係

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達

成
に
十
分
で
あ
っ
た
か

現
地
事
務
所
員
、
専

門
家

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
成
果
は
十
分
に
産
出
さ
れ
た
。
し
か
し
、
生
徒
が

授
業
学
習
活
動
の
改
善
を
認
識
で
き
る
よ
う
に
な
る
ま
で
に
は
さ
ら
に
時
間
を
要
す
る
と
推

測
さ
れ
る
。

各
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の

達
成
に
必
要
だ
っ
た
か

現
地
事
務
所
員
、
専

門
家

P
D
M
で
計
画
さ
れ
て
い
た
全
て
の
成
果
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な

も
の
で
あ
っ
た
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
の
貢
献
（
阻
害
）

要
因
は
何
か
。

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目
標

の
達
成
に

貢
献
し
た

要
因
は
何

か

現
地
事
務
所
員
、
専

門
家
、
カ
ウ
ン
タ
ー

パ
ー
ト

ザ
ン
ビ
ア
国
教
育
省
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
中
心
的
実
施
者
で
あ
る
と
い
う
合
意
が
ザ
ン
ビ
ア

側
の
高
い
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
を
生
ん
だ
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
と
テ
ク
ニ
カ
ル
委
員
会
の
強
い
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
意
識
が

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
功
績
に
貢
献
し
た
。

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目
標

の
達
成
を

阻
害
し
た

要
因
は
何

か

現
地
事
務
所
員
、
専

門
家
、
カ
ウ
ン
タ
ー

パ
ー
ト

P
D
M
に
、
日
本
側
の
供
給
す
る
機
材
の
内
容
や
ザ
ン
ビ
ア
側
か
ら
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
当
て

ら
れ
る
べ
き
予
算
額
な
ど
と
い
っ
た
具
体
的
な
事
項
が
記
述
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
が
、
記
述

さ
れ
て
い
れ
ば
、
よ
り
具
体
的
な
計
画
作
り
が
可
能
と
な
っ
た
。

教
員
た
ち
の
継
続
的
な
研
修
の
必
要
性
へ
の
理
解
不
足
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
阻
止
要
因
の
ひ

と
つ
で
あ
っ
た
。

一
部
の
校
長
の
否
定
的
な
態
度
や
学
校
管
理
能
力
の
低
さ
は
校
内
C
P
D
研
修
を
滞
お
ら
せ
る

要
因
で
あ
っ
た
。

授
業
研
究

を
導
入
し

た
研
修
が

ど
の
よ
う

に
授
業
改

善
に
貢
献

し
た
か

教
員
、
専
門
家
、
カ

ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

授
業
研
究
の
場
で
は
、
教
員
が
授
業
の
テ
ー
マ
を
選
び
、
授
業
案
作
成
と
そ
れ
に
基
づ
き
実

際
に
教
員
に
よ
っ
て
授
業
が
実
施
さ
れ
る
。
そ
の
あ
と
、
改
善
の
た
め
の
討
論
が
行
わ
れ

る
。
こ
の
た
め
、
授
業
実
施
能
力
の
向
上
に
つ
い
て
は
、
講
義
型
の
研
修
よ
り
効
率
が
高

い
。
ほ
と
ん
ど
の
活
動
が
グ
ル
ー
プ
内
で
の
共
同
作
業
と
し
て
行
わ
れ
授
業
技
術
が
グ
ル
ー

プ
内
で
移
転
さ
れ
る
。
移
転
さ
れ
た
技
術
は
参
加
教
員
の
授
業
の
中
で
活
用
さ
れ
る
。

長
期
的
に
は
、
授
業
研
究
を
継
続
す
る
こ
と
で
、
教
員
の
教
科
内
容
の
理
解
向
上
と
指
導
方

法
の
改
善
が
見
込
ま
れ
る
。

　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
因
果

関
係

外
部
条
件
に
当
た
る
も
の
が
実
際
に
存
在
し

た
か

　
現
地
事
務
所
員
、
専

門
家

校
長
の
態
度
と
管
理
能
力
は
、
当
初
の
Ｐ
Ｄ
Ｍ
で
は
、
外
部
条
件
と
す
る
こ
と
が
可
能
だ
っ

た
。
し
か
し
、
結
果
的
に
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
、
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
会
議
等
で
校
長
研
修

の
機
会
を
設
け
、
対
応
し
た
。

  

有 効 性
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専
門
家
派
遣
人
数
、
専
門
分
野
、
派
遣
時
期

は
適
切
か

理
科
授
業
研
究
に
関
す
る
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
長
期
専
門
家
1
名
が
2
年
間
派
遣
さ
れ
た
。
専
門
家
の
数

は
適
切
で
あ
っ
た
。

携
行
機
材
の
量
、
投
入
時
期
は
適
切
か

４
W
D
が
１
台
、
主
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用
に
効
果
的
に
使
用
さ
れ
、
維
持
管
理
さ
れ
た
。
４
Ｗ

Ｄ
が
さ
ら
に
数
台
あ
れ
ば
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活
動
の
強
化
に
つ
な
が
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
人
数
、
配
置
人
数
、

能
力
は
適
切
か

1
4
人
の
メ
ン
バ
ー
か
ら
な
る
テ
ク
ニ
カ
ル
委
員
会
委
員
は
能
力
・
人
数
と
も
に
適
切
で
あ
っ

た
。

学
校
の
建
物
、
施
設
、
利
便
性
に
問
題
は
な

か
っ
た
か

教
員
、
専
門
家
、
カ

ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

校
内
授
業
研
究
活
動
を
行
う
に
あ
た
っ
て
校
舎
に
は
問
題
は
な
か
っ
た
。

他
の
学
校
と
ク
ラ
ス
タ
ー
を
作
っ
て
数
校
が
共
同
で
授
業
研
究
を
行
う
場
合
、
学
校
間
の
長

距
離
移
動
が
問
題
と
な
っ
た
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
予
算
規
模
は
適
切
で
あ
っ

た
か

計
画
さ
れ
た
活
動
を
行
う
の
に
適
切
で
あ
っ
た
。

類
似
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
比
較
し
て
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
度
は
、
投
入
コ
ス
ト

に
見
合
っ
た
も
の
で
あ
る
か

関
連
報
告
書

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
J
I
C
A
側
の
投
入
の
コ
ス
ト
は
J
I
C
A
の
類
似
案
件
の
も
の
に
比
べ
高
く
は

な
い
。

専
門
家
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
与
え
た
重
要
な

貢
献
は
何
か

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

J
I
C
A
専
門
家
は
授
業
研
究
の
コ
ン
セ
プ
ト
や
授
業
研
究
実
施
に
当
た
っ
て
の
有
益
な
ア
ド
バ

イ
ス
を
提
供
し
た
。

J
I
C
A
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
与
え
た
重
要
な
貢

献
は
何
か

専
門
家
、
カ
ウ
ン

タ
ー
パ
ー
ト

J
I
C
A
は
長
期
専
門
家
1
名
、
4
W
D
1
台
を
含
む
機
材
、
日
本
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
ケ
ニ
ア
で
の
国

外
研
修
の
機
会
を
提
供
し
た
。
ケ
ニ
ア
で
行
わ
れ
た
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
た
ち
へ
の
第
3
国

研
修
は
効
率
的
だ
っ
た
。

専
門
家
が
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
教
育
省
の

本
来
業
務
に
組
み
込
む
点
で
特
に
留
意
し
た

点
は
何
か
。

専
門
家

教
育
省
、
州
教
育
事
務
所
の
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
意
識
は
非
常
に
高
か
っ
た
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

開
始
当
初
よ
り
、
S
P
R
I
N
T
の
枠
内
で
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
通
常
業
務
と
み
な
さ
れ
て
い
た
。

教
員
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
授
業
研
究
の
質

に
満
足
し
た
か

教
員

質
問
表
の
結
果
は
、
平
均
し
て
、
理
科
教
員
は
授
業
研
究
の
内
容
に
満
足
を
し
て
い
る
こ
と

を
示
し
て
い
た
。
多
く
の
教
員
が
授
業
研
究
を
容
認
し
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
し
た
全
員
の
教
員

が
S
M
A
S
T
E
-
C
P
D
を
そ
れ
ぞ
れ
の
学
校
で
継
続
す
べ
き
で
あ
る
と
述
べ
て
い
た
。

ザ
ン
ビ
ア
側
の
負
担
コ
ス
ト
は
ど
の
よ
う
に

確
保
さ
れ
た
か

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

S
M
A
S
T
E
 
C
P
D
実
施
に
お
い
て
、
最
も
費
用
が
か
か
っ
た
も
の
は
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
と
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
関
係
の
費
用
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
費
用
に
対
す
る
予
算
は
基
本
的
に
教
育
省
で
毎

年
確
保
さ
れ
る
継
続
的
専
門
職
研
修
（
Ｃ
Ｐ
Ｄ
）
予
算
か
ら
、
州
と
郡
に
配
分
さ
れ
る
。

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
会
議
参
加
に
当
た
っ
て
の
交
通
費
と
宿
泊
費
に
つ
い
て
は
、
基
礎
教
育

学
校
に
対
し
て
は
郡
教
育
委
員
会
が
、
高
校
に
対
し
て
は
学
校
理
事
会
が
負
担
し
た
。

各
活
動
は
、
成
果
を
産

出
す
る
の
に
有
効
だ
っ

た
か

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
会
議
は
、
校
内
研
修
を

実
施
す
る
の
に
有
効
に
機
能
し
た
か

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
会
議
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
主
に
、
校
内
授
業
研
究
研
修
の
経
験
の
共
有

と
各
学
校
で
の
研
究
授
業
活
動
に
対
す
る
専
門
的
情
報
の
提
供
で
あ
り
、
効
果
的
に
機
能
し

た
。
 
ケ
ニ
ア
で
の
研
修
を
通
じ
で
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
た
ち
は
生
徒
中
心
型
授
業
ア
プ

ロ
ー
チ
等
を
学
び
、
彼
ら
が
中
央
州
内
の
学
校
に
授
業
研
究
を
広
め
る
役
割
を
果
た
し
た
。

参
加
校
は
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
会
議
で
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
報
告
書
を
提
出
し
、
郡
・
州
事
務
所

は
授
業
観
察
を
含
む
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
目
的
で
学
校
訪
問
を
行
う
。
S
M
A
S
T
E
-
C
P
D
の
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
は
過
去
の
経
験
を
効
果
的
に
使
い
作
成
・
改
善
さ
れ
た
。
こ
れ
ら
の
活
動
は
成
果
を

出
す
た
め
に
効
果
的
に
行
わ
れ
た
。

（
実
績
の
検
証
を
参
照
）

（
実
績
の
検
証
を
参
照
）

効 率 性

達
成
さ
れ
た
ア
ウ
ト

プ
ッ
ト
か
ら
見
て
投
入

の
質
・
量
・
タ
イ
ミ
ン

グ
は
適
切
で
あ
っ
た
か

（
実
績
の
検
証
を
参
照
）

（
実
績
の
検
証
を
参
照
）
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効 率 性

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
い
て
、
校
長
は
役
割
を

果
た
し
た
か

校
長
、
専
門
家
、
カ

ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

多
く
の
校
長
は
役
割
を
果
た
し
て
い
た
。
彼
ら
は
授
業
研
究
の
実
施
に
関
し
て
教
員
を
支
援

し
、
校
内
研
修
や
関
連
会
議
に
参
加
し
た
。
校
内
授
業
研
究
の
実
績
は
校
長
の
意
識
と
能
力

に
大
き
く
左
右
さ
れ
た
。

　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
い
て
、
指
導
主
事
は
役

割
を
果
た
し
た
か

校
長
、
専
門
家
、
カ

ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

指
導
主
事
は
役
割
を
果
た
し
て
い
た
。
彼
ら
は
校
内
の
授
業
研
究
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
し
、
授

業
を
観
察
し
、
教
員
や
校
長
に
専
門
的
な
ア
ド
バ
イ
ス
を
与
え
た
。

　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
い
て
、
教
育
事
務
所
行

政
官
は
役
割
を
果
た
し
た
か

校
長
、
専
門
家
、
カ

ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

ほ
と
ん
ど
の
テ
ク
ニ
カ
ル
委
員
は
中
央
州
教
育
局
の
職
員
で
あ
っ
た
。
彼
ら
は
そ
れ
ぞ
れ
の

役
割
を
果
た
し
、
学
校
へ
技
術
的
・
経
済
的
支
援
を
供
給
し
て
い
た
。

活
動
レ
ベ
ル
で
外
部
条
件
に
当
た
る
も
の
が

実
際
に
存
在
し
た
か

専
門
家
、
カ
ウ
ン

タ
ー
パ
ー
ト

教
員
へ
の
手
当
て
が
遅
延
な
く
支
払
わ
れ
る
こ
と
。

活
動
維
持
に
必
要
十
分
な
予
算
が
確
保
さ
れ
る
こ
と
。

活
動
に
影
響
を
与
え
る
よ
う
な
人
事
異
動
が
な
い
こ
と
。

上
位
目
標
達
成
の
影
響
上
位
目
標
の
達
成
に
よ
り
ザ
ン
ビ
ア
国
全
体

の
教
育
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
が
見
込
め
る
か

専
門
家
、
カ
ウ
ン

タ
ー
パ
ー
ト

上
位
目
標
の
ザ
ン
ビ
ア
国
に
対
す
る
イ
ン
パ
ク
ト
は
非
常
に
大
き
い
も
の
で
あ
る
。
上
位
目

標
が
達
成
さ
れ
れ
ば
、
学
校
レ
ベ
ル
の
継
続
的
専
門
職
研
修
の
効
率
性
が
全
国
レ
ベ
ル
で
向

上
す
る
。

上
位
目
標
の
達
成
さ
れ

る
見
込
み
は
あ
る
か

他
州
で
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が

検
討
さ
れ
る
見
込
み
は
あ
る
か

　
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

中
央
州
以
外
の
8
州
の
代
表
が
2
0
0
7
年
6
月
に
行
わ
れ
た
S
M
A
S
S
E
-
W
E
C
S
A
会
議
に
参
加
し
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
授
業
研
究
を
視
察
し
た
。
こ
れ
ら
の
州
は
S
M
A
S
T
E
-
C
P
D
に
高
い
関
心
を
示
し

た
。
こ
れ
ら
の
州
へ
の
普
及
は
見
込
み
が
高
い
。

　
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
教
育
省
の
通
常
業
務
に

対
し
て
ど
の
よ
う
な
影
響
を
与
え
た
か
。

校
長
、
カ
ウ
ン
タ
ー

パ
ー
ト

2
0
0
7
年
5
月
時
点
で
、
2
5
7
校
、
1
9
8
9
人
の
教
員
を
擁
す
る
中
央
州
に
お
い
て
、
授
業
研
究
が

数
学
に
つ
い
て
は
1
2
6
校
で
行
わ
れ
、
そ
の
他
の
科
目
に
つ
い
て
は
9
2
校
で
行
わ
れ
た
。

そ
の
他
正
負
の
影
響

校
長
、
カ
ウ
ン
タ
ー

パ
ー
ト

正
の
イ
ン
パ
ク
ト
:
 
校
内
授
業
研
究
の
実
施
が
他
の
教
科
や
低
学
年
に
も

　
　
　
　
　
　
　
普
及
し
た
。

　
　
　
　
　
　
　
教
員
が
グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
を
経
験
し
、
そ
の
メ
リ
ッ
ト
を

　
　
　
　
　
　
　
体
感
し
た
。

　
　
　
　
　
　
　
学
校
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
改
善
さ
れ
た
。

　
　
　
　
　
　
　
州
教
育
事
務
所
の
指
導
主
事
が
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
研
修
支
援
の

　
　
　
　
　
　
　
能
力
を
向
上
さ
せ
た
。

負
の
イ
ン
パ
ク
ト
：
学
校
で
の
業
務
量
が
多
く
な
り
、
活
動
全
般
の
時
間
調
整
が

　
　
　
　
　
　
　
難
し
く
な
っ
た
。

イ ン パ ク ト

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
波
及

効
果
は
あ
っ
た
か
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制
度
面

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
研
修
制
度
が
他
州
に
普
及

す
る
仕
組
み
は
あ
る
か

現
地
事
務
所
員
、
個

別
専
門
家
、
専
門
家

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

他
州
の
教
育
事
務
所
の
職
員
や
教
育
省
の
職
員
が
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
会
議
に
招
待
さ
れ
、

ま
た
、
授
業
研
究
の
ガ
イ
ド
ラ
ン
が
他
州
に
も
配
布
さ
れ
る
計
画
で
あ
る
。

財
政
面

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
学
校
研
修
を
続
け

る
予
算
が
確
保
さ
れ
る
見
込
み
は
あ
る
か

現
地
所
員
、
個
別
専

門
家
、
カ
ウ
ン
タ
ー

パ
ー
ト

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
か
か
る
費
用
に
つ
い
て
は
基
本
的
に
教
育
省
の
予
算
で
賄
わ
れ
た
。

州
・
郡
レ
ベ
ル
で
の
学
校
ベ
ー
ス
の
継
続
的
専
門
職
研
修
の
予
算
は
教
育
省
に
よ
っ
て
毎
年

確
保
さ
れ
る
。
し
か
し
、
こ
の
研
修
制
度
を
実
施
し
て
い
く
た
め
の
予
算
は
、
額
と
し
て
は

不
十
分
な
面
も
あ
り
、
十
分
な
資
金
が
確
保
さ
れ
る
よ
う
な
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
構
築
す
る
必
要

が
あ
る
。
各
学
校
は
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
に
参
加
す
る
た
め
の
交
通
費
、
宿
泊
費
の
一
部
を
負

担
し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
特
に
遠
隔
地
の
学
校
に
と
っ
て
負
担
と
な
っ
て
い
る
。

　
組
織
面

実
施
機
関
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
オ
ー

ナ
ー
シ
ッ
プ
は
十
分
に
あ
る
か

専
門
家
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
当
初
よ
り
、
中
央
州
教
育
局
の
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
意
識
と
責
任
感
は
非

常
に
高
い
も
の
で
あ
っ
た
。

州
教
育
事
務
所
に
運
営
管
理
能
力
が
備
わ
っ

て
い
る
か

専
門
家
、

中
央
州
教
育
局
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
の
た
め
に
十
分
な
運
営
管
理
能
力
を
有
し
て
い
た
た

め
、
J
I
C
A
の
運
営
管
理
に
対
す
る
支
援
は
最
小
限
の
も
の
で
あ
っ
た
。
た
だ
し
、
急
激
な
人

事
異
動
が
起
こ
っ
た
場
合
、
何
ら
か
の
形
で
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
も
影
響
を
与
え
る
可
能

性
も
考
え
ら
れ
る
。

技
術
面

授
業
研
究
の
方
法
が
中
央
州
で
さ
ら
に
発
展

す
る
見
込
み
は
あ
る
か

現
地
事
務
所
員
、
個

別
専
門
家
、
カ
ウ
ン

タ
ー
パ
ー
ト

授
業
研
究
実
施
に
お
け
る
基
本
的
方
法
論
は
ほ
と
ん
ど
の
テ
ク
ニ
カ
ル
委
員
や
フ
ァ
シ
リ

テ
ー
タ
ー
に
ほ
ぼ
理
解
さ
れ
て
い
る
。
方
法
論
は
、
授
業
研
究
が
教
科
内
容
の
強
化
を
伴
っ

て
継
続
さ
れ
れ
ば
、
ザ
ン
ビ
ア
で
発
展
し
て
い
く
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス

メ
ン
バ
ー
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
校
内
C
P
D
研
修
シ
ス
テ
ム
の
質
向
上
の
た
め
に
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
を
改
善
し
続
け
る
こ
と
を
計
画
し
て
い
る
。

自 立 発 展 性
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質問票 1（JICA専門家用） 
 
PART１：実績及び実施プロセスについて 
 
以下の問（1-7）にお答えください。 
 
１．中央州での、プロジェクト実施に関して、ザンビア側の負担したコストはいくらです

か。 
２．理科の校内研修は学期中に月 1回の頻度で行われましたか 
３．モニタリング報告書の記載内容は、プロジェクト期間中に改善されましたか。どのよ

うに変化しましたか。 
４．プロジェクト期間中、理科授業の質はどのように変化しましたか 
５．プロジェクト期間中、生徒の理科授業に対する考え方はどのように変化しましたか 
６．プロジェクトマネージャーの不在の影響を避けるためどのような工夫が取られました

か 
７．実施過程で生じた効果発現の例はありますか。その要因は何ですか 
８．実施過程で生じた問題の例はありますか。その要因は何ですか 
 
以下の問(9-  )に対し、用意された選択肢を答えとして選び○をつけ、その理由をお書きく
ださい。 
９．専門家によるカウンターパートの能力向上への貢献はどれほどでしたか 
（ア．大きい   イ．小さい   ウ．どちらとも言えない   エ．その他） 

理由：   
１０． 専門家とカウンターパートとの、意思疎通はよくできていましたか 
（ア．良かった   イ．悪かった   ウ．どちらとも言えない エ．その他） 

理由： 
１１．プロジェクトマネージャーの不在の影響はどれくらいでしたか 
（ア．大きい   イ．小さい   ウ．どちらとも言えない   エ．その他） 

理由： 
１２．教育省と JICA事務所とのコミュニケーションは十分に取れていましたか 

（ア．十分   イ．不十分   ウ．どちらとも言えない   エ．その他） 
理由： 
１３．プロジェクトと教育省および州教育事務所とのコミュニケーションは十分に取れて

いましたか 
（ア．十分   イ．不十分   ウ．どちらとも言えない   エ．その他） 

理由： 
１４．プロジェクトと JICA事務所とのコミュニケーションは取れていましたか 
（ア．十分   イ．不十分   ウ．どちらとも言えない   エ．その他） 

理由： 
 

３ 質問票 
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１５．カウンターパートは業務遂行に十分な能力を持っていましたか 
（ア．十分   イ．不十分   ウ．どちらとも言えない   エ．その他） 

理由： 
１６．カウンターパートの意欲、オーナーシップは高かったですか 
（ア．高かった  イ．高くなかった  ウ．どちらとも言えない   エ．その他） 

理由： 
 
PART２：評価 5項目について 
 
以下の問（17-  ）にお答えください。 
１７．プロジェクト目標の達成に貢献した主な要因は何ですか 
１８．プロジェクト目標の達成を阻害した主な要因は何ですか 
１９．授業研究を導入した研修がどのように授業改善に貢献しましたか 
２０．外部条件とは、「プロジェクトのコントロールは及ばないが、PDM での直接上の目

標の達成に重大な影響を与える条件」です。PDMのアウトプットレベルで外部条件
にあたるものはありますか 

２１．専門家がプロジェクトに与えた重要な貢献は何ですか 
２２．JICAがプロジェクトに与えた重要な貢献は何ですか 
２３．専門家がプロジェクトを教育省の本来業務に組み込む点で留意した点は何ですか 
２５．ザンビア側のコスト負担の予算はどのように確保されましたか 
２６．プロジェクトにおいて校長はどのような役割を果たしましたか、または果たせなか

ったですか 
２７．プロジェクトにおいて指導主事はどのような役割を果たしましたか、または果たせ

なかったですか 
２８．プロジェクトにおいて州教育事務所はどのような役割を果たしましたか、または果

たせなかったですか 
２９．プロジェクトにおいて教育省はどのような役割を果たしましたか、または果たせな

かったですか 
３０．外部条件とは、「プロジェクトのコントロールは及ばないが、PDM での直接上の目

標の達成に重大な影響を与える条件」です。PDMの活動レベルで外部条件にあたる
ものはありますか 

３１．本プロジェクトは教育省の全体に対してどのような影響を与えましたか 
３２．プロジェクトの実施が、理科教員の指導の改善以外にもたらした正の影響は何です

か 
３３．プロジェクトの実施が、理科教員の指導の改善以外にもたらした負の影響は何です

か 
３４．プロジェクトの研修方法が他州に普及される仕組みはありますか 
 
以下の問(35－ )に対し、用意された選択肢を答えとして選び○をつけ、その理由をお書き
ください。 
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３５．ターゲットグループは、8－12 学年の理科教員です。その設定（Implementation 

Group）は適切でしたか。 
 （ア．適切  イ．不適切  ウ．どちらとも言えない  エ．その他） 
理由： 
３６．プロジェクト目標の達成に十分なアウトプットが設定されましたか 
 （ア．十分だった  イ．不十分だった  ウ．どちらとも言えない  エ．その他） 
理由： 
３７．授業研究を通した教員研修は、授業の改善に役立っていますか 
 （ア．非常に役立った イ．役立った  ウ．役立たなかった  エ．その他） 
理由： 
３８．研修場としての学校の施設に問題はなかったですか 
 （ア．問題はなかった  イ．問題があった  ウ．どちらとも言えない エ．その他） 
理由 
３９．研修場としてのリソースセンターとしての施設に問題はなかったですか 
 （ア．問題はなかった  イ．問題があった  ウ．どちらとも言えない エ．その他） 
理由 
４０．教員は、授業研究を採り入れた学校 CPDの質に満足していますか 
 （ア．十分に満足  イ．ある程度満足  ウ．不満足   エ．その他） 
４１．上位目標の達成によりザンビア国全体への教育へのインパクトが見込めますか 
（ア．大いに見込める  イ．ある程度見込める  ウ．どちらとも言えない  
 エ．その他） 
理由： 
４２．他州でプロジェクトのガイドラインが検討される見込みはありますか 
（ア．大いに見込める  イ．ある程度見込める  ウ．どちらとも言えない  
 エ．その他） 
理由： 
４３．プロジェクト終了後も学校研修を続ける予算が確保される見込みはありますか 
（ア．大いに見込める  イ．ある程度見込める  ウ．どちらとも言えない  
 エ．その他） 
理由： 
４４．教育省、州教育事務所のプロジェクトに対するオーナーシップは十分にありますか 
 （ア．十分にある  イ．ある程度ある  ウ．不十分である  エ．その他） 
理由： 
４５．州教育事務所に教員研修を続ける運営能力はありますか 
（ア．十分にある  イ．ある程度ある  ウ．不十分である  エ．その他） 
理由： 
４６．授業研究の方法が、中央州でさらに発展する見込みがありますか 
（ア．十分にある  イ．ある程度ある  ウ．不十分である  エ．その他） 
理由： 
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質問票２ JTCメンバー用 

Part 1: Achievement and Process of the project 

 

Please describe your answers to the following questions (1-6) 

 

１７． What amount of the expenses did Zambia bear in order to implement the 
project in Central Province?   With DOCUMENT  

１８． Was the Science School-based CPD held once a month during a term? 
With DOUCUMENT 

１９． Was the content of the monitoring report improved during the project period? 
How did it change?  With samples of the reports. 

２０． How did the project minimize the negative impact of the manager’s absence?  
２１． Are there any positive effects that occurred during the project implementation? 

If so, please list some examples. What were the factors that facilitate this 
occurrence?  

２２． Were there any problems or difficulties emerged during the project period? If so, 
please list some examples. What were the factors that caused those problems?  

 

Please tick a box to choose your answer and describe the reason or the explanation. (7-9) 

 

２３． How much did the expert contribute to capacity development of the 
counterparts?  

（□a.Great   □b.Little   □c.Fair   □d.Other） 
Reasons：   
２４． Was there good communication between the expert and counterparts?  
（□a．Good   □ｂ．Bad   □c．Fair □d．Other） 

Reasons： 
２５． How big was the impact of the absence of the project manager?  
（□a．Big   □ｂ．Small   □c．Fair   □d．Other） 

Reasons： 
 
Part 2: Relevance, Effectiveness, Efficiency, Impact, Sustainability of the project. 

 

Please describe your answers to the following questions. (10-24) 

 

10．What are the main factors that contributed to the proceeding of the project purpose?  
11．What are the main factors that obstructed the proceeding of the project purpose? 
12．The important assumptions is the assumptions that are out of the project control 

which might greatly affect the degree of achievement of the project purpose. Were 
there any important assumptions at the output level of the PDM?  
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13．What are the important contributions that the expert provided for the project?  
14．What are the important contributions that JICA provided for the project? 
15．How was the budget for the project of the Zambia side secured? 
16．What kind of role did and did not school principals play in the project?  
17．What kind of role did and did not advisors(ESO) play in the project? 
18．What kind of role did and did not the Central Provincial Education Office play in the 

project? 
19．What kind of role did and did not the Ministry of Education play in the project? 
  
20．The important assumptions is the assumptions that are out of the project control 

which might greatly affect the degree of achievement of the project purpose. Were 
there any important assumptions at the activity level of the PDM?  

21．What kind of influence did the project give on the entire Ministry of Education? 
22．What are the positive impacts of the project except for the improvement of the 

science teachers’ teaching methods? 
23．What are the negative impacts of the project? 
24．Is there a mechanism to spread the CPD training introduced by the project?  
 

 

Please tick a box to choose your answer and describe the reason or the explanation. (25-31) 

 

25．The target group of the project was science teachers at the 8th to 12th grade. Was this 
selection of the target group appropriate?   

 （□a．Appropriate  □ｂ．Not appropriate  □c．Fair □d．Other） 
Reasons： 
26．Were the outputs planed enough in order to achieve the project purpose?  
（□a．Enough  □ｂ．Not enough  □c．Fair  □d．Other） 
Reasons： 
27．Was the CPD training using lesson study effective for lesson improvement?  
 （□a．Very effective □ｂ．Effective  □c．Not effective  □d．Other） 
Reasons： 
28．Can it be expected that the project have positive impact on the national education as 

a whole in Zambia by achieving the overall goal?  
(□a. Greatly  □b. To some degree  □c. No    □d.Other） 

Reasons： 
29．Is there any possibility that the guideline of the project will be adopted in  

other provinces?  
（□a．Great possibility  □ｂ．Some possibility  □c．Fair  
 □d．Other） 

Reasons： 

- 84 -



30．Is there any possibility that the budget for School-based CDP is secured even after 
 the project termination?  

（□a．Great possibility  □ｂ．Some possibility  □c．Fair  
 □d．Other） 

Reasons： 
31．Is there any possibility that the methods of lesson demonstration would be improved 

and developed in the Central Province?  
（□a．Great possibility  □ｂ．Some possibility □c．Not possible  □d．Other） 
Reasons： 
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質問票３ 教員・校長用 

 

Part 1: Achievement and Process of the project 

 

Please answers to the following questions. 

1. Was the Science School-based CPD held once a month during a term? 
2. How has the science lessons changed during the project period? 
 
Part 2: Relevance, Effectiveness, Efficiency, Impact, Sustainability of the project. 

 

Please answers to the following questions.  

3．What kind of role did and did not Head Teachers play in the project?  
4. What are the positive impacts of the project except for the improvement of the science 

teachers’ teaching methods? 
5. What are the negative impacts of the project? 
6. Was SMASTE-CPD with lesson study effective for lesson improvement?  
7. Are teachers satisfied with the quality of SMASTE-SPD? 
8. What kinds of Challenges the project have? 
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Indicator 1 for the Project Purpose: 
 
Result on the Observation of Science Lessons 
 

 

Comparison between Baseline and Endline on the Observation of Science Lessons 

Comparison between Baseline and Endline Result 
on the Observation of Science Lessons

 (Grade 8 - 12)

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00
F1

F2

F3

F4

F5

F6

2006 2007

F1: Objective & its attainment
F2: Lesson Progression (Processing)
F3: Use of Teaching Materials
F4: Cognitive level of teacher's question
F5: Task allocated to Learners in lesson plan
F6: Other factors (Time Mgt., Boardwork, 
       laboratory safety etc.)

 

 
 

 
 
 

Analysis Factors 2006 (N=44) 2007 (N=29) 
F1: Objective & its attainment 1.31 1.67 
F2: Lesson Progression (Processing) 1.11 1.60 
F3: Use of Teaching Materials 1.46 1.79 
F4: Cognitive Level of  Teacher’s Questions 0.61 0.58 
F5: Task allocated to learners in Lesson Plan 0.40 1.16 
F6: Other factors (Time management, Board, 

work, Lab. Safety etc.) 
1.41 1.59 

４ エンドラインサーベイ結果 
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Indicator 2 for the Project Purpose: 
 
Result on the Perception of Pupils on Science Lessons 

Analysis Factors 2006 (N=2, 029) 2007 (N=1, 561) 
F1:Teaching for Understanding 2.91 2.78 
F2:Positive affect in classroom 2.73 2.67 
F3:Less indifference & irrelevance matters 2.10 2.09 

F4:Self-efficacy & less negative motivation of 
students 

2.10 2.08 

F5:Appropriate assessment of learning 2.92 2.88 

F6:Learning scientific facts & concepts 2.48 2.48 

F7:Various learning activities 2.28 2.26 
F8:Independent learning 2.41 2.44 
 
Comparison between Baseline and Endline on the Perception of Pupils on Science 
Lessons 

comparison between baseline and endline result
 on the perception of pupils on  science lessons

 (Grade 9 & 12)

1.00

2.00

3.00

4.00
F1

F2

F3

F4

F5

F6

F7

F8

2006 (N=2,029) 2007 (N=1,561)

F1: Teaching for Understanding
F2: Positive affect in classroom
F3: Less Indifference & 
      irrelevance matters
F4: Self-efficacy & less negative 
      motivation of students
F5: Appropriate assessment of 
      learning
F6: Learning scientific facts & 
      concept
F7: Various learning activities
F8: Independent learning
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ザンビア国理科研究授業支援プロジェクト 

終了時評価調査 現地報告書 

  

団   長   乾 英二 

福田 創 

長沼啓一 

宮川眞木 

三田村達宏 

 

評価調査団は、7月 14 日から 7月 28 日まで現地調査を行ったところ、その結果を以下に報

告します。 

 

1. プロジェクトの進捗状況 
プロジェクト成果毎の主要な進捗・達成事項について、以下の点を確認した。 

 

（成果１）授業研究制度の定着 

・ 地区、州、教育省関係者、専門家からなる Task Force、Joint Technical Committee（JTC）

がうまく機能した。 

・ 73 名のファシリテーターがケニア第三国研修により能力強化。 

・ ファシリテーター、学校長、教頭対象の Stakeholders’ Workshop が 5 サイクル開催。 

・ 中央州の 82.9%の Basic School(8-9 grades)および High School(10-12 grades)で授業

研究が実施。 

（成果２）モニタリングシステムの構築 

・ 170 校からモニタリングレポートが提出され、４District から Province Education 

Office へ報告。 

・ ベースラインおよびエンドラインサーベイの実施。 

（成果３）ガイドライン作成 

・第２版まで完成。プロジェクト経験を反映させ、最終版が 8月に完成予定。 

 

２．評価結果 

 投入実績、実施プロセス、成果・プロジェクト目標の達成状況に基づいて調査を行い、

プロジェクト目標の達成状況および DAC5 項目に基づいて評価を実施した。 

 

（１）プロジェクト目標の達成状況 

「中央州のプロジェクト対象学年層（8-12 学年）において、学校ベースの授業研究活動を

通じて、教室レベルの授業・学習活動が向上する」 

・ （指標１）理科の授業観察結果（ベースラインとエンドラインの比較結果） 

５ 調査現地報告書 
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JTC による授業観察の結果、教員の指導方法・授業手法に改善が見られた。 

・ （指標２）理科に対する生徒の認識（ベースラインとエンドラインの比較結果） 

大きな変化は見られなかった。授業手法の改善から生徒の学習プロセスの改善に結びつ

くまでには、さらに時間がかかるものと思われる。 

・ （指標３）理科授業に対する学校長の認識（インタビュー、質問票） 

身近な材料を活用した教材の使用等により、学習がより生徒主体となっている。 

・ （指標４）理科授業に対する教員の認識（インタビュー、質問票） 

  学習指導案の作成、指導の難しいトピックについて、教員間で情報共有。 

 

  以上の通り、プロジェクト終了までにプロジェクト目標は達成される見込みである。 

 

（２）DAC5 項目評価 

 ①5 項目検証 

  妥当性   ：High   

  Educating Our Future、セクター戦略、国家開発計画などに CPD が 

盛り込まれており、予算も確保されている。 

教員数が急激に増えており、教員研修ニーズ高い。 

  有効性    ：Fairly High   

    授業研究は多くの学校で継続的に実施されている。 

  授業研究により教員の教授手法が改善している。 

  ▼理科に対する生徒の認識には変化はない。 

  効率性   ： High      

          既存の SPRINT 制度にプロジェクトがうまく統合されている。 

既存の人材、制度、予算を最大限活用している。 

   SMASE-WECSA の活用、 

  インパクト  ：High 

         授業研究の取り組みに対して、他州も関心を示している。 

         授業研究のアプローチが理科以外の科目にも広まっている。 

自立発展性  ：High 

         FNDP の中に教員研修プログラムが設定されており、CPD アプローチが

明記されている。FNDP の中で、2006-2010 年の予算も確保されている。 

 

②5 項目評価まとめ 

（妥当性） 

Educating Our Future (1996) は、School-based な CPD の取り組みという方向性を明

確に示し、これに基づき、プロジェクトは開始された。このようなプロジェクトの政

策的重要性は現在も変わらず、Fifth National Development Plan (FNDP) 2006-2010
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においても、CPD システムの強化が、教育セクターの重要目標として掲げられている。

したがってプロジェクトの進める SMASTE-CPD は、教育省の優先政策プログラムと位置

づけられており、プロジェクトの妥当性はきわめて高い。その結果、プロジェクトの

実施において、ザンビア側のオーナシップも高かった。JICA の対ザンビア国別事業実

施計画においても、本プロジェクトは優先プログラムに位置づけられる。 

 

（効率性） 

SMASTE-CPD プロジェクトは、ザンビア教育セクターの優先プログラムである SPRINT の

フレームワークにうまく融合されたため、ザンビア側の既存の人材・予算・組織を最

大限活用する形で実施されたため、効率的なプロジェクト実施となった。またケニア

SMASSE における研修により、大量の人材育成が可能となった。 

 

（有効性） 

SMASTE-CPD プロジェクトは、授業研究という日本の教育現場の有する経験・ノウハウ

が、日本人専門家を通じて、効果的に技術移転され、授業研究という教員の現場にお

ける授業改造運動を重視したボトムアップ式の現職教員研修の運営に必要な人材、仕

組みの CD が進んだ。 

 

（持続性・インパクト） 

SPRINT は具体的な研修方法・内容が必ずしも明確ではなく、TGM（教員のグループミー

ティング）のような活動を実施するにしても、目的・成果が明確ではなかった。

SAMASTE-CPD は、このような SPRINT の不明瞭性を補い、INSET としての方法論を明示

し、これに必要な人材の育成、CD をパイロット州において効果的に達成した。このよ

うなパイロット事業の成功は、他州からも関心を集めており、また教育省も既存の

SPRINT 制度という枠組みを用いて継続的に実施・普及していく可能性が高い。従って、

人的、予算的、組織的な持続性は高い。 

 

３．評価結論 

 プロジェクト終了までに、プロジェクト目標は達成される見込みである。また 5 項目評

価の結果も高い評価であり、結論を強くサポートするものである。 

 

４．提言 

（１）SMASTE-CPD 普及展開のための長期的戦略の必要 

プロジェクト形成時には、セクター財政支援に向けたドナー協調が進んでおり、プロ

ジェクト型の協力の実施が危ぶまれていたため、本プロジェクトは実施期間を２年間と

短く設定せざるをえなかった。しかしながら、パイロット事業として、中央州で開始さ

れたプロジェクトであり、SPRINT という現職教員研修制度構築の能力開発というプロジ
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ェクトの位置づけから考えると、制度の定着および多州への展開のためには、さらに継

続的な取り組みが必要であり、プロジェクトのフェーズ分けが必要。５－６年というよ

うな、より長期的な期間を通じて、フェーズ分けをしながら、各フェーズでの取り組み

目的、方法を明らかにすることで、長期的な戦略を明確に関係者間で共有すべきである。

またそのために中央教育省等における必要な組織体制のあり方を当初から検討しておく

必要がある。 

今後、プロジェクトフェーズ２の立ち上げを検討する際には、フェーズ１の達成した

ことと課題を関係者で更に見直した上で、フェーズ２およびさらにその先のフェーズ３

を見越した 5年計画の目標設定とそのための手段を明確にする必要がある。 

 

（２）ファシリテーターの役割の明確化と更なる能力強化 

  プロジェクトではファシリテーター73 名を選抜し、ケニア第三国研修に派遣し、ASEI

アプローチや生徒主体の授業について能力強化を図り、またステークホルダーワークシ

ョップ、ファシリテーターワークショップにも参加させた。現職教員として優秀な能力

を持ち、かつプロジェクトにより、授業研究および生徒主体の授業について能力強化を

促された稀有な人材ではあるが、授業研究実施において、学校長と一般教員の間に立っ

て推進役を務めるだけでは、その潜在能力が最大限活用されているとは言い難い。授業

研究というボトムアップ型の現職教員研修において、教員ニーズを吸い上げるという重

要な役割を果たすべく、その機能、必要な能力強化を検討する必要がある。 

 

（３）地方教育行政官及び学校経営層の学校運営能力強化の必要性 

授業研究に参加する教員のモチベーション、目的意識の高さについては、学校毎にば

らつきがあり、学校長、教頭という学校経営層の理解度、取り組み姿勢が大きく影響し

ていると思われる。プロジェクトでは学校長向けに効果的な学校経営に関する研修も実

施し、教育省からも校長向け一般研修として、高く評価されてきている。学校長・教頭

は、さらに体系的な学校運営能力の能力強化を行い、学校運営、教員管理、財政管理、

資機材管理という職務権限を通じた授業研究の監督、推進を担うべきである。将来的に

は、学校経営層のスクリーニング、適格性試験、評価制度なども導入することも検討に

値する。 

 また授業研究に取り組む教員を支援するためには、さらに州・地区・ゾーンという各レ

ベルでの教育行政官の支援体制も重要である。 

 

（４）教育の質向上把握のための授業研究モニタリング 

  現在、授業研究のモニタリングは、各学校から地区教育事務所（district）、州教育事

務所（province）へと提出されるモニタリングレポートが中心であり、その内容は、授

業研究の実施頻度、参加教員数など量的な分析にとどまる。プロジェクトでは、アカデ

ミック面の授業分析・評価を行うためのモニタリングフォーマットを開発しており、こ
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のような授業改造の質的な変化を評価するモニタリングも組み込んで実施されるべきで

ある。そのためにはモニタリング体制を構築し、必要な人材の能力開発を行う必要があ

り、従来のように州教育事務所レベルでの人材のみ活用するのではなく、より学校現場

に近い、地区(district)・ゾーン(zone)レベルの仕組み・人材、例えば、地区リソース

センターコーディネーター（DRCC: District Resource Center Coordinator）やゾーン

教員研修コーディネーター（ZIC: Zone In-service Coordinator）などの活用も検討す

るべきである。 

 

（５）他州教育事務所向けのより包括的な SMASTE-CPD 普及セミナーの必要 

  プロジェクトでは、SMASSE-WECSA 域内会合（07 年 6 月）に他州教育事務所長を招待し

たり、ステークホルダーワークショップに他州教育事務所関係者を招待したりと、

SMASTE-CPD 関連の取り組みの他州への普及に努めてきたが、部分的な紹介を異なるター

ゲット層に実施することで、余計な混乱・誤解を生む可能性に注意する必要がある。教

育省が主体となって、中央州でのパイロット事業の経験に基づいて、より包括的な

SMASTE-CPD 紹介の普及セミナーを実施するべきである。 

 

５．教訓 

（１） 現地のセクター政策フレームワークへのプロジェクト型協力の統合 

プロジェクトの形成時において、SPRINT 制度という現職教員研修の仕組みの特徴と日

本の協力の可能性が詳細に検討され、SPRINT 実施に取り組むザンビア教育省の組織体制

および予算の仕組みとプロジェクトをうまく融合させた。 

またプロジェクト実施においても、常にザンビア側が主体的に取り組み、日本側は授業

研究という日本が有する経験を切り口に側面的な技術支援を行った。結果的にプロジェ

クトは、SPRINT 政策という教育セクターの優先課題実施のために必要なザンビア教育省

の Capacity Development に大きく貢献した。このような本プロジェクトの成果により、

教育省・ドアー社会において、プロジェクト型協力への見直しの機運が高まり、現在、

教育セクターにおいて、Project Coordination Committee が立ち上げられ、本プロジェ

クトの取り組みと有効性についても報告がなされている。 

  特にドナー支援が多く、SWAP が進む国の教育セクターにおいては、セクターの重点政

策、プログラム、組織体制、予算、人員を検討した上で、既存の先方取り組みと協力プ

ロジェクトを統合させ、プロジェクト型協力のアドバンテージである CD 推進を中心に有

効な協力を実現させ、プログラムレベルでのインパクトや SWAP における政策的位置づけ

を確保する必要がある。 

 

（２）長期的な戦略目標の設定・共有 

プロジェクト型の協力では協力期間が短く設定されることで、成果目標が限定的なも

のとなり、近視眼的な協力となりかねない。 
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特に教育分野の協力では、教育の質の向上という成果を出すためには長期的な取り組み

が必要であり、パイロット的な事業の実施、その後の普及展開、成果発現のモニタリン

グという段階にフェーズ分けして、取り組む必要がある。 

 

６．団長所感 

（１） 援助協調の中でのプロジェクト協力 

本プロジェクトは、２００５年１０月から２年間の予定で開始された。プロジェクト形

成時や案件の立ち上げ時では、欧州ドナーの援助モダリティが、プロジェクト型支援から

財政支援へ大きくシフトつつある時期であった。その中で、①先方政府の開発計画の中で、

本プロジェクトのアプローチが明確に位置づけられること、②既存の教員再訓練システム

（ＳＰＲＩＮＴ）を活用し、先方政府の事業実施能力の向上〔キャパシティー・デベロッ

プメント〕を図ること、③関係者（ドナー、ＮＧＯ等）との情報共有を良く図ること、④

先方政府のオーナーシップを高め、プロジェクトの実施主体をザンビア政府とし、日本側

からのインプットは最小限にとどめることなどを念頭に実施してきた。 

 その結果、２年という短い実施期間で大きな具体的成果を出し、かつ先方政府の開発計

画にしっかりと組み込まれ、次フェーズでは本手法（School Based CPD）を、ザンビア政

府が主体となって他地域へ普及させることになった。本試みは、現在、サブサハラアフリ

カで起こっている「援助協調」の大きな流れの中で、先方政府開発計画の中核をなす部分

の実施能力の向上（キャパシティー・デベロップメント）に取り組むプロジェクト型支援

の有効性を実証するものでもあると思われる。 

 

（２） ケニアＳＭＡＳＳＥとの現地事情に合わせたその適応 

 本プロジェクトはケニアＳＭＡＳＳＥで確立した「ＡＳＥＩ＆ＰＤＳＩ」の考え方を、

ザンビアの教育システムに沿ってアレンジし、実施したものである。また、７３名ものザ

ンビア人ファシリテーターを２年間という短い期間でかつ最小限のコストで訓練できたの

も、ケニアＳＭＡＳＳＥで確立した研修システムを活用したからに他ならない。 

 今後とも、ケニアＳＭＡＳＳＥを中心に据えて、サブサハラ地域の理数科改善を我が国

として、推進していくためには、個々の国別の状況にあわせた理数科教育改善・展開戦略

を検討し、その中で、ケニアＳＭＡＳＳＥで培った「ＡＳＥＩ＆ＰＤＳＩ」の考え方の具

体的な定着・普及方法や、具体的な研修を実施してゆくことが、益々重要になってくると

思う。 

 

（３） 国別援助計画の中での理数科教育の位置づけ 

 現在、ザンビアでは対ザンビア国別援助計画を改定中である。その内容は、４年連続の

ＧＤＰ５％以上の経済成長、ＨＩＰＣｓ完了点後の債務帳消しによる大幅な対外債務状況

の改善などを踏まえて、社会開発セクターから、経済開発セクターに援助重点分野をかな

りシフトしたものになると予想される。この新しい国別援助計画の基で、「理数科教育」の
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改善・強化に取り組むためには、理数科教育の強化が、ザンビアの産業育成や経済開発の

中で必須であることを明確にし、かつ具体的な改善方法を明示しなくてはならい。よって、

初等・中等・高等教育または職業訓練までを含んだ一貫した理数科強化のあり方を総合的

に捕らえ、実施する視点も重要となってくる。 

 

以上 

 

添付：団員構成、現地調査日程、面会者リスト 
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調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

団長 乾 英二 JICA ザンビア事務所 所長 

教育評価 福田 創 JICA ザンビア事務所 所員 

広域協力 長沼 啓一 ケニア SMASSE 専門家 

評価分析 宮川 眞木 コンサルタント 

計画評価 三田村達宏 JICA 人間開発部第 1グループ基礎教育第 2チーム 職員 

 

調査日程 

 Date Day Activities 
1 15 July Sun Arrival to Lusaka 

2 16 July Mon Meeting with MOE 

Transfer to Central Province 

3 17 July Tue Interviews with Japanese expert 

Interviews with members of JTC 

4 18 July Wed School Visit, Interview with teachers, head teacher and district officers  

(Mumbwa District) (Chibombo District) 

5 19 July Thu School Visit, Interview with teachers, head teacher and district officers 

 (Kabwe District) 

6 20 July Fri School Visit, Interview with teachers, head teacher and district officers 

(Kapiri Mposhi District)  

7 21 July Sat Analysis of Data, Documentation 

8 22 July Sun Analysis of Data, Documentation 

9 23 July Mon Interim report to the Permanent Secretary of Central Province 

Minutes Draft Meeting with members of JTC  

Transfer to Lusaka 

10 24 July Tue Minutes Draft Meeting 

11 25 July Wed Minutes Draft Meeting 

12 26 July Thu Minutes Draft Meeting 

13 27 July Fri Signing of Minutes of Meeting 

14 28 July Sat Departure from Lusaka 

 

- 96 -



 

面会者リスト 

Ministry of Education, HDQ 
Mrs. Lillian E.L. Kapulu Permanent Secretary 
Ms. Ruth M. Mubanga Acting Director of Department of Teacher Education and 

Specialized Services 
Mr. Edward Tindi Senior Education Officer, Department of Teacher Education 

and Specialized Services 
Ms. Rebecca M. Twelasi Administrative Secretary, SMASTE/JETS, National 

Science Centre 
 
Provincial Administration, Central Province 

Mr. Denny Lumbama  Permanent Secretary, Office of the President, Provincial 
Administration, Central Province 

 
Ministry of Education, Central Province 

Mr. Davis B. Chisenga Provincial Education Officer 
Mr. Paul Ngoma Principal Education Standard Officer 
Mr. Vengi Sinda Senior Education Standard Officer  
Mr. Benson Banda Senior Education Standard Officer 
Ms. Bessie Tembo Education Officer 
Ms. Ruth S. Mulenga Senior Planning Officer 
Mr. Patson D. Sichone District Education Board Secretary 
Mr. Chrispin Ngulube Subject Coordinator (High School) 
Mr. Harris Kabwe Subject Coordinator (High School) 
Ms. Felisitas Kalembo Headteacher, Kabwe High School 

 
Project Team 

Mr. Kazuyoshi Nakai SMASTE CPD Expert 
Ms. Prisca Nyawali Research Assistant 
Ms. Thandiwe Sakala Research Assistant 
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教員・校長へのインタビュー結果と議事録 
 
１．教員へのインタビュー結果 
２．校長へのインタビュー結果 
３．議事録 教育省       0716 
４．議事録 団内打合せ     0724 
５．議事録 教育省       0725 
６．議事録 教育省       0727 
７．議事録 大使館への調査報告 0727  
 

６ 教員・校長へのインタビュー結果と議事録 
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１．教員へのインタビュー結果 
 
以下の学校の理数科の教員、合計 12名にインタビューを行った。 
1. Science Teacher, Moomba Basic School, Chibombo District 
2. Mathematics teacher, Moomba High School, Chibombo District , Zonal Facilitator 
3. Science Teacher, Kalilwe Basic School, Mumbwa District  
4. Mathematics Teacher, Kalilwe Basic School, Mumbwa District 
5. Science Teacher, Facilitator, Mukobeko High School, Kabwe District 
6. Science teacher, Temba Girls’ High School, Kabwe District 
7. Science teacher, Facilitator, Kalilwa Basic School, Mumbwa District  
8. Mathematics Teacher, Kalilwa Basic School, Mumbwa District  
9.  Science Teacher, Lukanda Basic School, Kapiri Mposhi District 
10. Science Teacher, Lukanda Basic School, Kapiri Mposhi District 
11. Science Teacher, Lukanda Basic School, Kapiri Mposhi District 
12. Science Teacher, Facilitator, Broadway Basic School 
 
教員の主な発言内容は以下の通り。 
（１） 校内研修の実施状況について 
・ 理科からスタートしたが、数学や他の教科も実施している。 
・ 1サイクル（8ステップ）を実施するのに２－３日かかる。 
・ 私立学校も参加している。 
・ 紙や茶菓の準備、時間割設定、教員への奨励など、校長の役割は大きい。 

（２） 教員の SMASTE-CPDに対する認識について 
・ SMASTE-CPDへの参加を続ければ、授業の質は良くなると思う。 
・ SMASTE-CPDは、他州にも広げるべきだ。 

（３） 教員にもたらす利益について 
・ 8ステップの作業内容が明確であり、教員間で研修を進めやすい。 
・ 教えるのが難しいトピックを教員が選んで研修をするので、そのようなトピックに

チャレンジできるようになる。 
・ 実際の授業が研修の場になるので、実践的だ。授業運営の技術が、実際に使える形

で学べる。 
・ これまでの研修は、教員の能力向上までを目指し、効果がそこでとどまるケースが

多かったが、SMASTE－CPDは、実際の授業の質向上が期待できる。 
・ 授業案作りは教員に、生徒の活動を授業に取り込むことを要求し、教員はその努力

をするようになる。 
・ 授業中の生徒の反応について現実的対応が検討されることは、これまでの研修でな
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かったことだ。 
・ 教員が授業の準備をするようになった。 
・ チームワークで作業することにより、教員が授業についてオープンになり、教員間

の協力体制が強化された。 
・ 他教員のアイデアを授業で使えるようになった。 
・ 身近にあるものを活用して教材を作るようになった。 
・ 理科教員が生徒の活動を取り込もうと努力する姿を校長が理解するようになった。 

（４） 生徒にもたらす利益について 
・ 生徒中心の考え方が実現され、生徒の授業における参加の度合いが高まった。 
・ 生徒に発言、討論の場がより多く与えられるようになった。 
・ 身近にあるもので作られる教材により、生徒の実験する機会が増えた。生徒は実験

を喜んでいる。 
（５） プログラムの課題・関連する課題について 

・ 授業研究は、理科などの生徒の活動を前提とする教科には向くが、教科によっては、

授業研究が有効でない教科もあるのではないか。 
・ 1サイクルに 3日も要し、全体として教員の負担が大ききなる。 
・ ディストリクトからのコンサルテーションが弱い。 
・ 生徒が教室に 60人以上いる場合、生徒中心の授業の実施は難しい。 
・ 生徒中心の授業は時間がかかり、シラバスの内容をすべて教えることがますます難

しくなる。 
・ 小規模校はクラスターを形成して共同実施を行うが、距離が離れていて参加が負担

になる。自転車があればかなり助かる。 
・ ステークホルダーワークショップへの参加のための費用が、学校として負担になっ

ている。 
                                   以上 
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２．校長へのインタビュー結果 
 
以下の学校の校長、または副校長、７名にインタビューを行った。 
1. Kabwe High School, Kabwe District 
2. Kalilwe Basic School, Mumbwa District 
3. Mukobeko High School, Kabwe District 
4. Temba Girls’ High School, Kabwe district 
5. Highridge High School, Kabwe District 
6. Broadway Basic School, Kabwe District 
7.  Lukanda Basic School, Kapiri Mposhi District 
 
校長、副校長の主な発言内容は以下の通り。 
（１） 校長・副校長の SMASTE-CPDに対する認識について 
・ 校長が、学校での SMASTE-CPDの実施の責任者であり、州内の校長の間でプログ
ラムに対する関心は急速に高まった。 

・ ステークホルダーワークショップで、各校での実施状況についてのモニタリングレ

ポートの提出と報告が義務付けられているので、校長はプロジェクトについて真剣

になっている。 
（２）教員にもたらす利益について 
・ 共同作業により、教員間にアイデアが共有され、授業に生かされるだけでなく、全

体のコミュニケーションが良くなった。 
・ 授業の準備をしなくてはならない状況を教員にもたらしているのも良い。若手教員

だけでなく、年配教員にも利益は大きい。 
・ 身近な材料を使って教材を作る方針は、教員に授業の進め方を考えさせる習慣を与

える。理科だけでなく、他の教科にも広がって実施されている。 
・ このプロプログラムの方針を教員養成機関でも採用するべきだ 

（３）生徒にもたらす利益について 
・ 生徒中心との考え方と、身近な材料を使って教材を作る方針によって、生徒が授業

中に主体的に活動する機会が多くなった。 
・ 過去の研修プログラムでは、アイデアが教員にまでしか届かなかったが、このプロ

グラムでは、研修の利益が教室や生徒にまで届いている。 
 

（４） プログラムの課題について 
・ このプログラムの質を高めるためには、教員に、「報酬のためではなく、知識を得る

ために研修する」という理解が必要だ。 
・ 小規模校の場合、同じ教科の教員が少なく、近隣校の教員が合同で実施しているが、
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自分の勤務校内で実施するに比べ移動と時間の負担が大きい。 
・ １クラス 60 人以上のクラスがあるが、その場合、研修で学んだ生徒中心、活動中
心の授業を実践するのは難しい。 

・ ステークホルダーワークショップ参加のための交通費が学校によっては大きな負担

となっており、校長と副校長 2人の参加に対し 1人だけの参加になった学校もある。 
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３．議事録 教育省 0716 
 
１． 目的：終了時評価の手法及び PDMeについての合意 
２． 日時：2007年 7月 16日 11：00－12：00 
３． 場所：教育省 
４． 出席者 
ザンビア側 
Mr. E. Tindi  Senior Education Officer, TESS, MOE  
Ms. R. M. Twelasi Administrative Secretary, SMASTE/JETS, National Science 

Centre, MOE 
Mr. B. Banda Senior Education Standard Officer, Central Provincial 

Education Office, MOE 
Ms. B. Tembo   Education Officer, Central Provincial Education Office, MOE 
 
日本側 
福田 創  JICAザンビア事務所所員 
彦根 克己   JOCV調整員 
宮川 眞木  評価分析コンサルタント（コーエイ総合研究所） 
Dr. J. Chilesha Consultant, Education Sector, JICA Zambia 
 
プロジェクト側 
中井 一芳  SMASTE理科研究授業支援専門家 
 

５．内容 
（１） 本終了時評価を合同評価とすることの確認。 

冒頭に、本終了時評価が、ザンビア教育省と JICA の合同評価として行われること
が確認された。 

（２） 調査日程の確認 
2週間の調査日程が確認された。 

（３） 評価の手法と PDMe案の説明と合意 
評価担当コンサルタントから、プロジェクト評価の手法と PDMe案が説明され、本
終了時評価でそれらを採用することが合意された。 

 
備考：本打合せの後、教育省教員教育局局長代理に表敬し、その際、会議の内容が局長代

理に報告された。 
                                    以上 
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４．議事録 団内打合せ 0724 
 
１． 目的：調査中間報告とミニッツ作成方針の確認 
２． 日時：2007年 7月 24日 9：00－10：00 
３． 場所：JICA事務所 
４． 出席者 

乾 英二  JICAザンビア事務所長 
福田 創  JICAザンビア事務所所員 
彦根 克己   JOCV調整員 
三田村 達宏  JICA人間開発部第一グループ基礎教育第二チーム 

  中井 一芳  JICA SMASTE理科研究授業支援専門家 
宮川 眞木  評価分析コンサルタント、コーエイ総合研究所 

 
５． 内容 
（１） 調査結果の報告 

三田村団員により、調査結果の報告が行われた。 
（２） ミニッツ案の検討 

以下の点をミニッツに入れることが確認された。 
① ミニッツ本文と、評価グリッド結果が検討され、「5 項目ごとの評価は高く、プロ
ジェクト終了までにプロジェクト目標が達成される見込みである」、という方向で

結論できる。 
② 公務員採用の制限がなくなり、昨年今年と連続で 6000人規模の教員採用の急激な
増加が行われ、彼らに対する教員研修の必要性が増大していること（妥当性） 

③ ケニアでの研修が、ファシリテーターを養成するのに効率的だったこと（効率性） 
④ ザンビア側で手当てされた予算によって実施されたこと（自立発展性） 
 
さらに、授業と学習の質の向上は、生徒の認識としては明確に現れなかったが、将

来的には、生徒の学習成果は、TIMSS等の国際的な枠組みの中で検証することが望ま
れるということを、フェーズ 2の事前評価報告書に指摘することが確認された。  

                                
 以上 
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５．議事録 教育省 0725 
 
１． 目的：終了時評価ミニッツ案の内容と署名までの手順の確認 
２． 日時：2007年 7月 25日 15：00－16：00 
３． 場所：教育省 
４． 出席者 
ザンビア側 
Mr. F. Mungo Acting Director, Department of Teacher Education  and  

Specialised Education Service (TESS), Ministry of Education 
Mr. R. Kaulule Chief Education Officer, Teacher Education Section, TESS, 

MOE  
Mr. E. Tindi  Senior Education Officer, TESS, MOE  
Ms. R. M. Twelasi Administrative Secretary, SMASTE/JETS, National Science 

Centre, MOE 
Mr. B. Banda Senior Education Standard Officer, Central Provincial 

Education Office, MOE 
Ms. B. Tembo   Education Officer, Central Provincial Education Office, MOE 
 
日本側 
三田村 達宏  JICA人間開発部第一グループ基礎教育第二チーム 
長沼 啓一  SMASSE業務調整専門家 
宮川 眞木  評価分析コンサルタント（コーエイ総合研究所） 
Dr. J. Chilesha Consultant, Education Sector, JICA Zambia 
 
プロジェクト側 
中井 一芳  SMASTE理科研究授業支援専門家 
Ms. Prisca Nyawali  Research Assistant 
Ms. Thandiwe Sakala Research Assistant 
 

５．内容 
Mungo  ミニッツの手続きとして、PSがサインする前に、自身でレポートを読んで確認

されることとしたい。 
     プロジェクトについて注目したいことは、中央州の経験が他州に広がってほし

いことと、このプロジェクトを、教育省が主体となって JICA とともに実施し
たということである。 

     レポートは良くできている。チームは良い仕事をした。感謝する。 
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Tindi  レポートは、教育省と JICA側との合同作業により、念入りに作成した。PSが
内容について異論を挟む可能性は小さいと考える。 

三田村  1週間ほどの日程の調査だったが、レビュー作業は東京でもしてきた。調査では
常にフェーズ 2 を想定してきた。2 つの教訓と 5 つの提言が含まれている。提
言は、フェーズ 1とフェーズ 2の両方へのものが含まれている。 

Kaulule 妥当性の項目に、指導の質を高めなければならない無資格の教員が多くいると

記述されているが、どういうことか。 
Banda  基礎教育上級学年（前期中等教育）と高校の理科には、基礎教育学校が 7 年制

から 9 年制になったことで、正規のトレーニングを受けていない教員が配置転
換によって指導しているケースが多くあることを指している。 

Kaulule レポートには、チャレンジの部分が示されていないのではないか。 
Banda  SMASTE School-Based CPD ガイドラインに、プログラムマネジメントと学校

と教員についての関連事項の 2項目に課題と対応策が示されている。 
Chileshe ガイドラインについては、もうじき第 3版ができる。そこにも課題が書かれる。 
Mungo  今後見込まれる課題という意味か。 
Tindi  中央州にとっては経験した課題であり、今後始まる他州にとっては今後見込ま

れる課題だ。 
Chileshe ケニアから評価団が来たとき、教員の教科内容の理解が課題と指摘された。 
三田村  報告書には、教訓と提言として書かれている。教訓は、ガイドラインにだけで

はなく、中央州のインスティテュションメモリーとしても残っている。 
Banda  指導学習の改善が生徒の認識には現れていなかったことも課題だ。 
Mungo  有資格理科教師の研修についてどう考えているか。 
Tembo  有資格の教員に特に的を絞った研修はやっていない。無資格を含め全体のレベ

ルアップを考えている。 
Banda  有資格の理科教員をすべてそろえるのは難しい。無資格教員のレベルアップを

重視している。現有の教員の強化を重視している。教員の意識変化は現れてい

る。 
Mungo  リソースセンター（RS）は活用されているか。 
Tembo  州、郡、ゾーンのレベルで、専門コーディネーターが配置されている。州リソ

ースセンターのコーディネーターは JTCのメンバーである。コーディネーター
の専門は理科だけではない。ディストリクトリソースセンターは、ディストリ

クト単位の活動の中心的存在だ。ゾーンコーディネーターは学校の教員との併

任で非常に多忙だ。 
Tindi  このプログラムの良いところは、既存のリソースと組織を活用してきたことだ。

コーディネーターの多忙は言い訳にはしたくない。 
Banda  このプログラムでは、州全体のチームワークが良かった。月例の CPDの実施で
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校長が強化されチームワークが育ってきた。この点も他州は見習ってほしい。 
Chileshe 他州での実施についての注意点等は、10月の事前評価の報告書で書かれること。

になる 
中井  JICAは、ザンビア側主体のプログラムに対しパートナーとしてサポートしてき

た。アローワンスやワークショップの費用は負担しなかった。ザンビア側は、

このタイプのプログラムを誇りにして、続けてほしい。 
Tindi  スクールベースの CPDでも、ある程度のコストは当然かかる。この点を教育省

は認識するべきだ。 
Mungo  次のプランニングには指摘された経費の点を入れたい。 
Banda  高校は、自前の資金を活用できるので問題ない。基礎教育学校（1－9学年）は、

教育無料化方針のため、柔軟に使える予算がなく問題となっている。教育省上

層部に教員教育にもっと注目してほしい。 
Mungo    フェーズ 2で改善されることを期待する。ロビー活動のための情報が必要だ。 
 
６．今後の手続き 
ミニッツ案については、明日の午前中までに修正意見をとりまとめ、実務レベルの最終版

とする。それを、7月 27日、午前 11時に、Mungo 氏に教育省にて提出する。 
今週末は、教育省次官、教員教育局長がともにルサカを離れており、署名は困難な状況に

なっているので、本日中に、Banda 氏が、局長にミニッツの内容についての確認を取り、
手続きの進め方についてのザンビア側の方針を明確にすることとなった。 
 
                                    以上 
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６．議事録 教育省 0727 
 
２． 目的：終了時評価ミニッツ最終案の提出 
３． 日時：2007年 7月 27日 10：30－11：00 
４． 場所：教育省 
５． 出席者 
ザンビア側 
Mr. F. Mungo Acting Director, Department of Teacher Education  and  

Specialised Education Service (TESS), Ministry of Education 
Mr. E. Tindi  Senior Education Officer, TESS, MOE  
Ms. R. M. Twelasi Administrative Secretary, SMASTE/JETS, National Science 

Centre, MOE 
Mr. B. Banda Senior Education Standard Officer, Central Provincial 

Education Office, MOE 
Ms. B. Tembo   Education Officer, Central Provincial Education Office, MOE 
 
日本側 
福田 創  JICAザンビア事務所 所員 
三田村 達宏  JICA人間開発部第一グループ基礎教育第二チーム 
長沼 啓一  SMASSE業務調整専門家 
宮川 眞木  評価分析コンサルタント（コーエイ総合研究所） 
Dr. J. Chilesha Consultant, Education Sector, JICA Zambia 
 
プロジェクト側 
中井 一芳  SMASTE理科研究授業支援専門家 
 

５．内容 
 本会議の直前に、教育省において日本側と、Tindi氏以下のザンビア側メンバーで、ミニ
ッツ案内容の最終確認を行った。 
本会議では、初めに、三田村団員が、Mungo局長代理にミニッツ最終案の概要を説明し
た。その後、ザンビア側から、当日海外出張で不在中の次官が翌週帰国し、ミニッツの内

容確認を行った後に署名を行いたいとの要望が出され、受け入れられた。ミニッツ最終案

は、翌週次官に届き、内容確認後に署名されることが確認された。 
局長代理から、JICAへの謝意が述べられ、その後、三田村団員が局長代理に、ミニッツ

最終案を手渡した。 
                                    以上 
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７．議事録 大使館への調査報告 0727  
 
１．目的：終了時評価の結果報告 
２．日時：2007年 7月 27日 16：00－17：00 
３．場所：在ザンビア国日本大使館 
４．出席者 

 
大使館 
鈴木 光太郎  公使 
片山  銘人  書記官 
 
調査団 
乾  英二     調査団長 JICAザンビア事務所長 
福田 創  JICAザンビア事務所 所員 
三田村 達宏  JICA人間開発部第一グループ基礎教育第二チーム 
長沼 啓一  ケニア SMASSEプロジェクト業務調整専門家 
宮川 眞木  評価分析コンサルタント（コーエイ総合研究所） 
 
プロジェクト 

 中井 一芳  SMASTE理科研究授業支援専門家 
 

５．内容 
 
初めに、本終了時評価調査現地報告書が乾団長から鈴木公使に提出され、団長所感が述

べられ、続いて、三田村団員が報告書全般について説明を行った。その後以下のように質

疑が行われた。 
 
公使  団長所感にも触れられているが、次期国別援助計画素案では、ザンビア国のニー

ズを考慮して、重点が社会開発から経済開発にシフトしている。教育開発も経済

発展と切り離して考えられない。理数科教育に関しては国の経済発展を支える人

材育成として力を入れてきたが、今後も大事にしたい。 
公使 SMAST－CPDのガイドラインとはどのようなものか。 
中井 日本でやっている校内研修をザンビアでどうやっていくか、ということを示して

いる。 
公使 日本では各校でやっている実践の中身が他校に伝わる仕組みがあるが、ザンビア

にはそのようなものがあるのか。 
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団長 それをプロジェクトでやっている。 
公使 ボトムアップの運営はザンビア側も求めているのか。 
三田村 もともと SPRINTの枠組みの中にボトムアップ的なものがあった。 
公使 提言 3は学校マネジメントレベルを対象とした強化ということか。徹底するため

には、研修にとどまらず、スクリーニング、評価制度まで踏み込まなければなら

ない。 
三田村 報告書は踏むこんで提言している。ザンビア側も了解している。 
団長 職業訓練でも同じことが言える。 
中井 校長の任命権は州教育局にある。今まで校長の研修はなかった。プロジェクトで

は服務規程や就業規則等を含めた研修を始めた。 
公使 プロジェクト型協力の再評価の機運は高まっているのか。本プロジェクトの実績

は、教育セクターで、「学校を建てるのも大事だが、ソフト支援も必要だ」という

言い方に説得力を与える。喧伝する必要がある。「経済発展につながる教育をやっ

ている」というプレゼンを日本ができる。 
団長 来年、ガーナの援助国調整会議で、プロジェクト型の好例として報告したい。本

プロジェクトが対照としている８、9学年の教員の能力は、全体で特に弱い部分と
言え、そこをプロジェクトで補う良い例だ。 

公使 お金ではなく、難しいところをプロジェクトで対応しようとするのが JICAだと言
える。ガーナの援助国調整会議で、本プロジェクトを、オーナーシップの醸成と

既存リソースの有効活用の成功例として発表してほしい。 
団長 ザンビアの例を、調査研究としてまとめ、発信したい。 
 
公使 生徒の認識には授業学習の改善が示されなかったが、今後中央州に投入を集中し

て成果を出すというやり方はどう思うか。 
団長 フェーズ 2でも中央州が中心となる。 
公使 学習意欲向上につながる道はあるのか。 
乾  要望調査でカリキュラム開発が出ている。これをやると大きなインパクトが期待

できる。10月のフェーズ 2事前調査では、「職業訓練」、「カリキュラム開発」を含
めた大きな枠組みで捉えて行きたい。 

                                    以上 
 

- 110 -


	表紙
	序 文
	地 図
	略 語 表
	終了時評価調査結果要約表
	Terminal Evaluation Summary
	目 次
	第１章 終了時評価調査団の概要
	１－１ 調査団派遣の経緯と目的
	１－２ 調査団の構成
	１－３ 調査日程
	１－４ 主要面談者

	第２章 プロジェクトの概要
	２－１ 基本計画
	２－２ プログラムにおける位置づけ
	２－３ プロジェクト・デザイン・マトリックス
	２－４ 実施体制

	第３章 終了時評価の方法
	３－１ 評価グリッドの作成
	３－２ 評価実施方法

	第４章 終了時評価結果
	４－１ PDM に基づく計画達成度
	４－２ 活動プロセス
	４－３ 評価5 項目による評価
	４－４ 結論

	第５章 提言、教訓および所感
	５－１ 提言
	５－２ 教訓
	５－３ 所感

	付属資料
	１ ミニッツ
	２ 評価グリッド（和文）
	３ 質問票
	４ エンドラインサーベイ結果
	５ 調査現地報告書
	６ 教員・校長へのインタビュー結果と議事録



 
 
    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲:   27ページから  ページ 50
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 274.05, 41.70 幅 50.64 高さ 22.84 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         SubDoc
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     274.0472 41.7029 50.6392 22.8373 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     26
     136
     49
     24
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 全てのページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     2
            
       D:20091228143636
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     0
     212
     None
     Down
     1.4173
     15.5906
            
                
         Both
         80
         AllDoc
         82
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     14.1732
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     73
     136
     135
     136
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 269.05, 47.66 幅 19.86 高さ 23.83 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     269.0459 47.6584 19.8558 23.827 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     52
     136
     52
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 272.02, 54.61 幅 15.88 高さ 19.86 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     272.0242 54.6079 15.8846 19.8558 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     53
     136
     53
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 270.04, 54.61 幅 14.89 高さ 16.88 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     270.0387 54.6079 14.8918 16.8774 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     54
     136
     54
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 268.05, 52.62 幅 20.85 高さ 18.86 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     268.0531 52.6223 20.8486 18.863 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     55
     136
     55
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 268.05, 53.62 幅 18.86 高さ 18.86 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     268.0531 53.6152 18.863 18.863 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     56
     136
     56
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 276.99, 40.71 幅 21.84 高さ 14.89 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     276.9882 40.7089 21.8414 14.8918 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     57
     136
     57
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 276.00, 33.76 幅 22.83 高さ 23.83 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     275.9954 33.7593 22.8342 23.827 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     58
     136
     58
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 275.00, 36.74 幅 20.85 高さ 23.83 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     275.0026 36.7377 20.8486 23.8269 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     59
     136
     59
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 278.97, 39.72 幅 19.86 高さ 18.86 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     278.9737 39.7161 19.8558 18.863 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     60
     136
     60
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 276.00, 38.72 幅 27.80 高さ 14.89 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     275.9954 38.7233 27.7981 14.8918 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     61
     136
     61
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 269.05, 35.74 幅 30.78 高さ 23.83 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     269.0459 35.7449 30.7765 23.827 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     62
     136
     62
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 276.99, 35.74 幅 22.83 高さ 16.88 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     276.9882 35.7449 22.8341 16.8774 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     63
     136
     63
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 271.03, 39.72 幅 32.76 高さ 17.87 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     271.0314 39.7161 32.762 17.8702 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     64
     136
     64
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 278.97, 39.72 幅 23.83 高さ 17.87 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     278.9737 39.7161 23.827 17.8702 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     65
     136
     65
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 272.02, 37.73 幅 30.78 高さ 19.86 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     272.0242 37.7305 30.7765 19.8558 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     66
     136
     66
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 274.01, 37.73 幅 26.81 高さ 20.85 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     274.0098 37.7305 26.8053 20.8486 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     67
     136
     67
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 276.00, 37.73 幅 24.82 高さ 20.85 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     275.9954 37.7305 24.8197 20.8486 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     68
     136
     68
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 570.85, 413.00 幅 16.88 高さ 24.82 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     570.8537 413.0048 16.8774 24.8197 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     69
     136
     69
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 549.01, 416.98 幅 18.86 高さ 13.90 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     549.0124 416.976 18.863 13.899 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     70
     136
     70
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 554.97, 418.96 幅 25.81 高さ 13.90 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     554.9692 418.9615 25.8125 13.899 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     71
     136
     71
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 551.00, 414.00 幅 23.83 高さ 21.84 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     550.998 413.9976 23.827 21.8414 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     72
     136
     72
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 549.01, 414.00 幅 27.80 高さ 26.81 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     549.0124 413.9976 27.7981 26.8053 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     73
     136
     73
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 548.02, 417.97 幅 22.83 高さ 13.90 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     548.0196 417.9688 22.8341 13.899 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     74
     136
     74
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 560.93, 414.99 幅 18.86 高さ 15.88 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     560.9259 414.9904 18.863 15.8846 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     75
     136
     75
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 554.97, 416.98 幅 25.81 高さ 18.86 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     554.9692 416.976 25.8125 18.863 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     76
     136
     76
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 553.98, 414.99 幅 23.83 高さ 22.83 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     553.9764 414.9904 23.8269 22.8341 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     77
     136
     77
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 559.93, 418.96 幅 17.87 高さ 19.86 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     559.9331 418.9615 17.8702 19.8558 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     78
     136
     78
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 553.98, 415.98 幅 22.83 高さ 17.87 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     553.9764 415.9832 22.8341 17.8702 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     79
     136
     79
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 560.93, 415.98 幅 16.88 高さ 24.82 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     560.9259 415.9832 16.8774 24.8197 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     80
     136
     80
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 556.95, 413.00 幅 20.85 高さ 23.83 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     556.9547 413.0048 20.8486 23.8269 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     81
     136
     81
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 560.93, 415.98 幅 15.88 高さ 22.83 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     560.9259 415.9832 15.8846 22.8342 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     82
     136
     82
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット -0.99, 788.28 幅 75.45 高さ 52.62 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
    
            
                
         Both
         27
         CurrentPage
         50
              

       CurrentAVDoc
          

     -0.9928 788.2792 75.452 52.6178 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     52
     136
     52
     1
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base





